
平成２８年度第４回藤沢市市政運営の総合指針改定委員会会議 

 

日時 ２０１６年６月３０日（木） 

政策会議終了後 

場所 災害対策本部室 

 

日  程 

 

１ 開会 

 

 

２ 議題 

 

 (１) 前回会議の開催結果について（資料１） 

 

 (２) 基本方針の見直しについて（資料２） 

 

 (３) 政策課題マトリクスの修正について（資料３） 

 

 (４) その他 

 

 

３ 閉会 

 

 

 

 

（事務局 企画政策部企画政策課 内線２１７５） 





平成２８年度第３回市政運営の総合指針改定委員会会議議事概要 

 

１ 日時 

  ２０１６年５月２６日（木）午前９時４５分〜１０時３０分 

２ 場所 

  災害対策本部室 

３ 議事 

 (１) 前回会議の開催結果について（資料１） 

政策施策に関する評価，課題対応に係る整理の方法について議論いただいた

ところである。記載内容を確認いただき，５月末までに修正があればご連絡い

ただきたい。 

（質疑） なし 

 (２) 市政運営における課題について 

  （２０２５年問題対策委員会報告書修正案（資料２）） 

平成２６年度下半期からスタートした２０２５年問題対策検討委員会の報告

書となる。この間，２６年度には全体のまとめ，２７年度には地方版総合戦略

の策定と地域課題の発見に向けて，地域の情報をまとめてきたところである。

課題整理を目的としたものであり，巻末に，人口を要因とする課題として「超

高齢化の進展」「生産年齢人口の減少」「少子化の進展」「高齢者世帯の増

加」「ひとり親家庭の増加」を，人口構成等の変化から派生する課題として，

「社会保障関係費の増加」「地域社会の担い手の減少」「働く人の減少」「産

業構造の変化」「集約化された市街地形成への誘導」をまとめている。今後の

計画策定等に活用いただきたい。各部への確認等について，協力方感謝申し上

げる。 

  （地方版総合戦略策定時の市民意見について（資料３）） 

昨年度，地方版総合戦略策定時に産官学金労言に加え，子育て，市民活動団

体から収集した意見を再整理したものである。地方版総合戦略策定時は「ま

ち」「ひと」「しごと」で分類していたものを，「子育て」「高齢者」「コ

ミュニティ」「公共施設」「その他」に分類し，整理したものである。個別箇

所を示す課題以外については，この分類で整理ができたものである。 
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  （政策・施策に関する評価について（資料４）） 

基本方針については，「めざす都市像」「基本目標」のベンチマークについ

ては，概ね向上しており，基本的な方向性としては成果が上がっているものと

考えている。 

  （市政運営における課題（案）について（資料５）） 

資料２，３の内容と政策課題ヒアリングの結果を整理するに当たり，課題事

項を「少子化への対応」「超高齢化への対応」「公共施設等の老朽化対策」

「人の和・支えあいの促進」「魅力・誇り・元気の創出」「行財政運営のイノ

ベーション」として縦軸（列）の項目立てし，市長公約をもう一つの項目立て

として横軸（行）とする表（マトリクス）で整理した。それぞれの課題事項に

ついての詳細をまとめているので，参考にしていただきたい。 

（質疑） 

○  ２０２５年問題と政策課題について，まだ整理ができていない。 

  ５月３１日までにお願いしたい。（事務局） 

 (３) 基本方針改定の方向性について（資料６） 

課題整理の中で，課題を集約して網羅できたこと，新たな課題項目にも対応

できたこと，新たな整理においても現状の基本方針との紐付けができたことか

ら，基本方針の内容については，基本的に継続していくこととして提案した。 

（質疑） 

○  留意しなければならないのは，「評価結果が目標に整合した」と聞

こえる点である。考察が演繹ではなく，帰納になっている。体系づ

け，説明としては再考したほうが良い。 

  「改定の方向性」については修正する。 

 (４) その他 

 議員全員協議会の出席について想定いただきたい。 
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基本方針の見直しについて 

 

１ 改定の背景と意義 

 (１) 総合指針策定の経過 

市政運営の総合指針２０１６は，市民のニーズに基づいた課題の緊急性，重

要性を踏まえつつ，限られた財源を効果的，効率的に配分し，政策効果を高め

た事業展開が図られるよう，計画の仕組み自体を転換したものであること。 

 (２) 「基本目標」に関する分析・評価  

環境，子育て，医療・福祉については比較的高い水準を維持しています。都

市基盤についても堅調な推移を示しており，防災，産業・経済，市民自治につ

いても指標値が上昇傾向を示しています。 

 (３) 課題の整理・検証 

「２０２５年問題」対策の検討の中で明らかになった，少子化と超高齢化の

進展，生産年齢人口の減少，高齢者世帯，ひとり親家庭の増加等の課題と，超

高齢化の進展に伴う社会保障関係費の増加，地域社会の担い手の減少，働く人

の減少，産業構造の変化，集約化された市街地形成の誘導の課題を整理しまし

た。 

また，本市が東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会のセーリ

ング競技会場として了承されたことから，大会開催を好機と捉え，大会以降の

市民生活の質的な向上につながるよう様々な取組を進めていくことが必要とな

ります。 

 

２ 見直しの方向性 

６月１６日に開催された市議会議員全員協議会において，現行の総合指針であ

る「市政運営の総合指針２０１６」の計画期間内における政策・施策に関する分

析・評価，地方版総合戦略策定時の市民意見からの課題と政策課題の抽出，２０

２５年問題に対する本市の包括的課題の確認を行った結果，基本方針のうち「め

ざす都市像」「基本目標」は基本的に継承し，今後の改定作業の中で「重点方針」

と「重点事業」の見直しを行っていくことを報告しました。 
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３ 継承する項目 

継承する項目については，「基本方針の構成」に記載する見出し等とし，その他

の内容等については，社会情勢，課題の見直しを図る中で，長期的な視点に基づ

いて，基本方針の内容を精査していきます。 

（基本方針の構成） 

１ 策定の背景と意義 

２ 構成と期間 

 (１) 構成 

 (２) 期間 

３ 長期的な視点 

 (１) めざす都市像 

郷土愛あふれる藤沢 ～松風に人の和うるわし 湘南の元気都市～ 

 (２) 基本目標 

・ 安全な暮らしを守る 

・ 文化・スポーツを盛んにする 

・ 豊かな環境を創る 

・ 子どもたちを守り育む 

・ 健康で安心な暮らしを支える 

・ 地域経済を循環させる 

・ 都市基盤を充実する 

・ 市民自治・地域づくりを進める 
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　　　政策課題マトリクス（６月３０日版）

オリンピック開催と観光
振興のふじさわ

安心安全・子育てサ
ポートふじさわ

健康いきいきサポートふ
じさわ

文化・芸術，郷土愛育む
ふじさわ

みんなで目指そう，「住
みたい街」ふじさわ

江の島周辺の防災対策
の推進

空き家対策の推進 自治会・町内会，自主
防災組織の活性化

地域の資産の災害から
の保全

災害対策の強化・充実

防犯カメラの増設支援 復興への備えの充実 異常気象（風水害）対策

防犯・安全のための環
境整備

生涯スポーツの推進 少年の森の再整備 スポーツを楽しむ北部
での拠点の検討

市民ニーズに則した生
涯学習環境の整備

健康と文化の森地区の
まちづくりの推進

教育のＩＣＴ化の推進 市民の文化・芸術活動
のサポート
文化ゾーンの再整備

エネルギーの地産地消
事業の推進

環境教育の実践 公園等における身体活
動の促進

自然環境の保全 焼却施設の整備

食の安全性の向上

JOCパートナー都市協
定の締結とアスリート育
成

子どもをいじめから守る
条例の具体化

藤沢版ネウボラの推進 歴史・文化，自然の次代
への継承

困難を有する若者への
支援の充実

児童生徒の体力増進 放課後児童対策（子ど
もの居場所の充実）
小児医療費助成の拡充

新たな給付型奨学金の
創設
支援教育の充実

児童生徒への学習支援
の充実
待機児童の解消

バックアップふじさわの
強化

身体活動の促進 藤沢型地域包括ケアシ
ステムの推進

藤沢型地域包括ケアシ
ステムの推進

生涯活躍機会の創出 藤沢型地域包括ケアシ
ステムの推進

バリアフリー化の推進 切れ目のない支援の充
実

安心できる医療・介護の
仕組みづくり

少子超高齢社会への総
合的な取組

充実した救急体制の構
築

健康寿命日本一の実現

認知症サポートの推進

生きがいづくり・社会参
加の促進による予防支
援・健康づくり

藤沢ブランドの向上 女性の就労支援と就労
環境の整備

高齢者の就労の場の拡
大

空き家の利活用 労働会館・藤沢公民館
等の再整備の推進

観光誘客(2,000万人）の
実現

生活サービス業との連
携

介護ロボットの導入支
援

都市農業・水産業の継
続的な振興

藤沢駅周辺地区再整備
の推進

学校施設の再整備・長
寿命化

高齢者の住環境の整備
促進

「街なみ継承地区」の再
活性化

いずみ野線の延伸に向
けたまちづくりの検討

片瀬江ノ島駅周辺再整
備の推進

文化ゾーンの拠点化 都市マスタープランの改
定
立地適正化計画の策定

新たな交通システムの
整備検討

市民参加型オリンピック
の実施

藤沢型地域包括ケアシ
ステムの推進

社会参加の促進による
予防支援・健康づくり

ふるさと納税の取組 自治会及び自主防災組
織の活性化

生涯活躍機会の創出 まちのコンシェルジュの
新設

地域の縁側の整備 平和・人権意識の向上 透明度の高い市政運営

県・近隣市との広域連携
の推進

健全財政の維持

13地区のまちづくりの推
進

※　ゴシック体（太字）は，「２０２５年問題に伴う課題の概括（包括的課題）」に関連するものです。
※　ＪＯＣパートナー都市協定：自治体のスポーツ施設をトップアスリートの選手強化に活用し，競技力向上を図る
　ことをを目的として日本オリンピック委員会と締結する協定をいいます。
※　ネウボラ：フィンランド語で「アドバイスの場」を意味し，出産や子育ての不安や悩みを相談し，支援すること等
　を指しています。
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る
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平成２８年６月１６日 

議員全員協議会資料１ 
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市政運営の総合指針２０１６の改定について 

 

本市では，総合計画に替えて，長期的な視点を踏まえた喫緊の重要課題に対応す

る計画として，平成２６年度からの３年間を期間とする「藤沢市市政運営の総合指

針２０１６」を平成２５年度に策定しました。平成２８年度は計画の最終年次とし

て，総合指針の改定作業を進めており，今回は課題整理の状況，基本方針の改定の

方向性等について報告するものです。 

 

 

 

１ これまでの取組経過 

４月以降の庁内，１３地区での取組状況については，次のとおりです。 

 (１) 庁内での取組状況 

市政運営の総合指針改定委員会を３回開催し，各会議の間に政策課題，基本

方針の方向性等について，部内会議，課内会議等での検討を行いました。 

 (２) １３地区での取組状況 

各地区の郷土づくり推進会議において，改定に当たっての総合指針の目的や

見直しの方向性について説明し，地域まちづくり事業を中心とした見直しを進

めています。 
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２ 分析・評価 

政策・施策に関する分析・評価（資料２）については，現行の総合指針に対す

る分析・評価として毎年実施している市民意識調査の経年変化等をもとに行いま

した。 

「めざす都市像」「基本目標」の分析・評価の概要については，次のとおりです。 

 (１) 「めざす都市像」に関する分析・評価 

都市像に関する２指標については，標本誤差（±２．５％）以上に指標値が

向上しており，総合的な政策効果が優位であると推測されます。 

 (２) 「基本目標」に関する分析・評価  

環境，子育て，医療・福祉については比較的高い水準を維持しています。都

市基盤についても堅調な推移を示しており，防災，産業・経済，市民自治につ

いても指標値が上昇傾向を示しています。文化・スポーツに関しては，指標値

は概ね横ばいの状況ですが，平成２７年度の調査時期等を鑑みれば，東京２０

２０オリンピックの開催決定とオリンピック・パラリンピックに関する文化芸

術施策・事業の効果が反映されるまでには至っていないものと推測されます。 

 

３ 課題抽出 

 (１) 地方版総合戦略策定時の市民意見からの課題抽出（資料３） 

「まち・ひと・しごと創生」の観点から取り組んだ，地方版総合戦略策定時

の市民意見からは，子育て，高齢者，コミュニティ，公共施設等の分野での課

題が明らかになりました。 

 (２) 政策課題の抽出 

施政方針を踏まえ，４月に各部から提出された政策課題ヒアリングの結果を

もとに，総合指針改定委員会等での議論を踏まえ，各分野からの政策課題を抽

出しました。あわせて横断的な課題についても確認しました。 

 

４ 総合指針の改定に向けた課題整理 

 (１) 課題の分類・整理 

総合指針の改定に向けた課題については，現行の総合指針の８つの「基本目

標」を縦軸に，「市長公約」の５つのテーマを横軸に取り，地方版総合戦略策定
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時の市民意見からの課題，政策課題を分類，整理し，「政策課題マトリクス」と

してまとめました。 

 (２) ２０２５年問題に対する本市の包括的課題の確認（資料４） 

２０２５年問題については，平成２６年度に庁内検討委員会を設置し，長期

的な情勢を踏まえ，様々な切り口から本市が今後直面する課題を整理してきま

した。 

資料４の巻末には「２０２５年問題に伴う課題の概括（包括的課題）」として，

人口減少社会の到来において人口構造に直接起因する課題と人口構造の変化が

影響を与える課題を包括的にまとめています。 

課題整理に当たっては，２０２５年問題に対する本市の包括的課題を「政策

課題マトリクス」と重ね合わせ，課題の関連性を整理するとともに，課題解決

に向けて総合的かつ連携しながら進める必要があることを確認しました。 
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政策課題マトリクス（表） 

 

  

オリンピック開催と観光振
興のふじさわ

安心安全・子育てサポート
ふじさわ

健康いきいきサポートふじ
さわ

文化・芸術，郷土愛育むふ
じさわ

みんなで目指そう，「住み
たい街」ふじさわ

江の島周辺の防災対策の
推進

空き家対策の推進 自治会・町内会，自主防
災組織の活性化

地域の資産の災害からの
保全

災害対策の強化・充実

防犯カメラの増設支援 復興への備えの充実 異常気象（風水害）対策

防犯・安全のための環境
整備

生涯スポーツの推進 少年の森の再整備 スポーツを楽しむ北部で
の拠点の検討

市民ニーズに則した生涯
学習環境の整備

健康と文化の森地区のま
ちづくりの推進

教育のＩＣＴ化の推進 生きがいづくりによる予防
支援・健康づくり

市民の文化・芸術活動の
サポート

バックアップふじさわの強
化

文化ゾーンの再整備

エネルギーの地産地消事
業の推進

環境教育の実践 公園等における身体活動
の促進

自然環境の保全 焼却施設の整備

食の安全性の向上

JOCパートナー都市協定の
締結とアスリート育成

子どもをいじめから守る条
例の具体化

藤沢版ネウボラの推進 歴史・文化，自然の次代へ
の継承

困難を有する若者への支
援の充実

児童生徒の体力増進 放課後児童対策（子ども
の居場所の充実）

小児医療費助成の拡充

新たな給付型奨学金の創
設

支援教育の充実

児童生徒への学習支援
の充実

待機児童の解消

身体活動の促進 藤沢型地域包括ケアシス
テムの推進

藤沢型地域包括ケアシス
テムの推進

藤沢型地域包括ケアシス
テムの推進

藤沢型地域包括ケアシス
テムの推進

バリアフリー化の推進 切れ目のない支援の充
実

安心できる医療・介護の
仕組みづくり

生涯活躍機会の創出 少子超高齢社会への総
合的な取組

充実した救急体制の構築 健康寿命日本一の実現

認知症サポートの推進

生きがいづくり・社会参加
の促進による予防支援・
健康づくり

藤沢ブランドの向上 女性の就労支援と就労環
境の整備

高齢者の就労の場の拡
大

空き家の利活用 労働会館・藤沢公民館等
の再整備の推進

観光誘客(2,000万人）の
実現

生活サービス業との連携 介護ロボットの導入支援 都市農業・水産業の継続
的な振興

藤沢駅周辺地区再整備
の推進

学校施設の再整備・長寿
命化

高齢者の住環境の整備
促進

「街なみ継承地区」の再活
性化

いずみ野線の延伸に向
けたまちづくりの検討

片瀬江ノ島駅周辺再整備
の推進

文化ゾーンの拠点化 都市マスタープランの改
定

立地適正化計画の策定

新たな交通システムの整
備検討

市民参加型オリンピック
の実施

藤沢型地域包括ケアシス
テムの推進

社会参加の促進による予
防支援・健康づくり

ふるさと納税の取組 自治会及び自主防災組
織の活性化

生涯活躍機会の創出 まちのコンシェルジュの
新設

地域の縁側の整備 平和・人権意識の向上 透明度の高い市政運営

県・近隣市との広域連携の
推進

健全財政の維持

13地区のまちづくりの推
進

※　ゴシック体（太字）は，「２０２５年問題に伴う課題の概括（包括的課題）」に関連するものです。
※　ＪＯＣパートナー都市協定：自治体のスポーツ施設をトップアスリートの選手強化に活用し，競技力向上を図る
　ことをを目的として日本オリンピック委員会と締結する協定をいいます。
※　ネウボラ：フィンランド語で「アドバイスの場」を意味し，出産や子育ての不安や悩みを相談し，支援すること等
　を指しています。

安全な暮らしを
守る

文化・スポーツ
を盛んにする

地域経済を
循環させる

都市基盤
を充実する

市民自治・
地域づくり
を進める

豊かな環境を
創る

子どもたちを守
り育む

健康で安心な
暮らしを支える
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５ 基本方針の改定の方向性 

現行の総合指針である「市政運営の総合指針２０１６」の計画期間内における

政策・施策に関する分析・評価，地方版総合戦略策定時の市民意見からの課題と

政策課題の抽出，２０２５年問題に対する本市の包括的課題の確認を行った結果，

基本方針のうち「めざす都市像」「基本目標」は基本的に継承し，今後の改定作業

の中で「重点方針」と「重点事業」の見直しを行っていきたいと考えています。 

 

（基本方針の構成） 

１ 策定の背景と意義 

２ 構成と期間 

 (１) 構成 

 (２) 期間 

３ 長期的な視点 

 (１) めざす都市像 

郷土愛あふれる藤沢 ～松風に人の和うるわし 湘南の元気都市～ 

 (２) 基本目標 

・ 安全な暮らしを守る 

・ 文化・スポーツを盛んにする 

・ 豊かな環境を創る 

・ 子どもたちを守り育む 

・ 健康で安心な暮らしを支える 

・ 地域経済を循環させる 

・ 都市基盤を充実する 

・ 市民自治・地域づくりを進める 

 

 

６ 今後の取組予定 

今後は，地域まちづくり事業の評価や外部評価等を行いながら，パブリックコ

メントを実施し，「基本方針」を更に精査するとともに，緊急かつ重要な課題をも

とに「重点方針」の素案をまとめ，１２月市議会定例会会期中に議員全員協議会
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の開催をお願いし，ご報告したいと考えています。 

 

 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

庁内

　地域

　議会

　財政（平成２９年度予算等）

分析・評価

市民意識調査経年分析

外部評価（行財協委員による分析・評価）

郷土づくり推進会議での評価・見直し

総合指針庁内改定委員会（政策会議終了後）

基本方針（目指す都市像・基本目標）案策定

基本方針

市民意識調査・市長公約・施政方針と課題確認

課題整理・課題再編・基本的な考え方の整理

パブリックコメント（基本方針の改定の方向性）

重点方針

喫緊の課題の整理

重点施策・事業候補選定

重点施策案策定

重点事業案策定

財政計画策定

パブリックコメント（基本方針・重点方針）

（議案）

（改定方法） （基本方針の改定の方向性等） （重点方針） （重点事業）

郷土づくり推進会議での評価・見直し

地域まちづくり事業の検討

地区集会

郷土づくり推進会議への説明（委嘱時）

中長期財政フレーム

概算要求

予算編成基準

本要求

示達

短期財政計画

短期財政フレーム



平成２８年６月１６日 

議員全員協議会資料２ 
 

1 

政策・施策に関する評価について 

 

１ 基本方針に関する評価 

市民意識調査においては，平成２３年度以降の調査では，概ね実現度が向上し

ました。特に都市像に関する２指標については，着実に実現度が向上しており，

総合的に一定の成果が見られるとともに，マルチパートナーシップの推進等に向

けた共通指標として，更なる向上が求められます。また，基本目標８項目に関す

る指標については，平成２５年度値が低い傾向にありますが，回収率が低く，標

本数が小さい（平成２５年度：７５６件，平成２６年度：１，３４５件）ため，

標本誤差が生じていることを考慮する必要があります。 

一方で，平成２３年度の調査結果の水準に達していない項目も多いことから，

総合的かつ基本的な方向性は維持しつつ，重点化する項目について精査する必要

があります。 

区分 都市像・基本目標 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

都市
像1 

郷土愛あふれる藤沢～松風
に人の和うるわし 湘南の
元気都市～ 

誰もが快適に暮らせ，居心地の良
いまちであること。 

69.7% 72.9% 77.0% 

都市
像2 

郷土愛あふれる藤沢～松風
に人の和うるわし 湘南の
元気都市～ 

子供が大人になっても愛着の持て
るまちであること。 

70.3% 76.5% 77.4% 

基本
目標
1 

安全な暮らしを守る 災害に対して，市民が不安なく暮
らせるまちであること。 

38.6% 43.4% 45.8% 

基本
目標
2 

文化・スポーツを盛んにす
る 

地域の記憶や文化が継承され，発
展すること。 

43.1% 47.4% 45.2% 

基本
目標
3 

豊かな環境を創る まちと自然環境の調和がとれてい
ること。 

62.6% 65.0% 66.5% 

基本
目標
4 

子どもたちを守り育む 子どもを安心して育てられる環境
があること。 

64.5% 68.2% 66.1% 

基本
目標
5 

健康で安心な暮らしを支え
る 

保健，医療，福祉，健康などの生
活環境が整い暮らしやすいこと。 

65.3% 69.4% 68.4% 

基本
目標
6 

地域経済を循環させる 産業の活力を高め，地域が元気に
なること。 

30.4% 34.1% 38.6% 

基本
目標
7 

都市基盤を充実する 移動や利用にあたり，誰でも利用
できる道路や施設であること。 

51.4% 54.0% 55.2% 

基本
目標
8 

市民自治・地域づくりを進
める 

市民の意識が高く，市民参加型の
地域づくりが進んでいること。 

37.6% 42.8% 42.0% 
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※ 各年度の調査結果は，全体の回答から「わからない」等を除いたものに対する実現，満足（「よくで

きている」，「だいたいできている」）等のプラスの回答の割合です。 

※ 標本誤差とは，標本調査において調査対象を無作為に抽出することにより，標本調査の結果は必ずし

も母集団の値，すなわち全数調査の値とは一致せず，何らかの差が生じることから，調査対象の一部を

選定することによって起こる調査結果との差を「標本誤差」といいます。市民意識調査においては，全

市分の調査に関して標本誤差を±２．５％として捉えています。 

 

 (１) 「めざす都市像」に関する指標 

都市像に関する２指標については，標本誤差（±２．５％）以上に指標値が

向上しており，総合的な政策効果が優位であると推測されます。 

 (２) 基本目標に関する指標 

基本目標に関する指標については，次のとおり推測されます。 

ア 防災に関しては，徐々に指標値が向上しているものの，東日本大震災発災

以降も都市型豪雨をはじめ，災害への不安が払しょくされていないことから，

指標値の上昇が緩やかとなっていることが推測されます。特に南部地域での

実現度が低い傾向にあります。 

イ 文化・スポーツに関しては，指標値は概ね横ばいの状況ですが，平成２７

年度の調査時期等を鑑みれば，東京２０２０オリンピックの開催決定とオリ

ンピック・パラリンピックに関する文化芸術施策・事業の効果が反映される

までには至っていないものと推測されます。若い世代は非実現度が高く，ま

た５０歳～６０歳代は実現度が高く，非実現度が低い傾向にあります。 

ウ 環境に関しては，比較的高い水準を維持しており，また指標値についても

安定しています。実現度と非実現度の差を比較すると，地区ごとの差異はあ

りますが，世代別の差異はありません。 

エ 子育てに関しては，比較的高い水準になっています。一方で，年代別に比

較すると，２０歳～３０歳代と６０歳～７０歳代の実現度と非実現度の差が

マイナスになっています。 

オ 医療，福祉等に関しては，比較的高い水準で，不明（分からない）の回答

が少ないことが特徴となっています。実現度と非実現度との差では，北部地

域の実現度が比較的低い状況にありますが，年代別の差異はありません。 

カ 産業・経済に関しては，産業構造や就労実態等から高い指標値を得ること

が困難な分野ではありますが，堅調に指標値が上昇しています。一方で，実
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現度と非実現度の差を比較すると，全体としてはマイナスであり，南部地域

と６０歳～７０歳代で低い傾向にあります。 

キ 都市基盤に関しては，指標値は概ね堅調ですが，公共インフラの老朽化等

の影響が想定されます。実現度と非実現度との差を比較すると，南部，北部

の特定地域でマイナスの傾向がありますが，年代別の差異はありません。 

ク 市民参加，市民活動関係に関しては，指標値が上昇傾向である一方で，実

現度と非実現度との差はマイナスになっています。特に南部地域と２０歳～

５０歳代で低く，年代が低いほど非実現度が高い傾向にあります。 

 

２ 重点方針に関する評価 

重点方針のうち，重点施策に関する指標値の状況は別表のとおりです。 

 

 (１) 指標値の高いもの 

平成２７年度調査において，指標値が５０％を超えているものは，次表のと

おりです。 

区分 重点施策 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

重点
施策 

3 
消防・救急の充実強化 

消防や救急の活動が充実してい
て，安心できること。 

84.3% 88.8% 87.9% 

重点
施策 

5 
花と緑あふれる持続的な
環境の保全 

環境に配慮したゴミ処理がされて
いると感じますか？ 

76.4% 77.9% 77.4% 

重点
施策 

3 
多彩なシティプロモー
ションの推進 

市民が自慢できるまちであるこ
と。 

60.6% 68.5% 72.4% 

重点
施策 

3 
困難を有する子ども・若者
の自立支援 

子どもが，住んでいる地域に誇り
を持ち，地域で暮らし続けている
こと。 

60.2% 68.3% 69.3% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産業・観
光の活性化と雇用の促進 

市内の観光に活力があると感じま
すか？ 

56.9% 59.6% 64.5% 

重点
施策 

4 
犯罪と交通事故のない，明
るいまちづくりの推進 

犯罪のない，明るいまちであるこ
と。 

58.4% 61.6% 64.1% 
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区分 重点施策 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

重点
施策 

5 
子どもたちの笑顔あふれ
る学校づくりの推進 

食事や食生活を意識した学校生活
がなされていること。 

62.1% 61.4% 61.4% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

道路が整備され，快適であること。 55.0% 56.1% 57.6% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

交通ネットワークが充実している
と感じますか？ 

52.5% 53.0% 53.6% 

 

 (２) 指標値の低いもの 

平成２７年度調査において，指標値が３０％以下のものは，次表のとおりで

す。 

なお，指標値が低い要因は，認知度，理解度，報道等の状況など事業成果に

よらない点も多くあることを認識し，分析する必要があります。 

区分 重点施策 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

重点
施策 

2 
待機児童解消をはじめと
する保育環境の充実 

保育園の待機児童の解消について 11.0% 11.7% 9.9% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

橋や下水道の老朽化対策について 10.6% 12.0% 10.7% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産業・観
光の活性化と雇用の促進 

新しい産業の立地について 14.6% 15.6% 16.4% 

重点
施策 

5 
子どもたちの笑顔あふれ
る学校づくりの推進 

個性豊かな児童生徒が育成される
開かれた学校づくりについて 

16.8% 18.4% 17.4% 

重点
施策 

4 
市民活動の支援と市民協
働の推進 

市民主体のまちづくり活動につい
て 

18.6% 19.8% 18.2% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

市の北部の道路や住宅の整備につ
いて 

22.0% 19.0% 18.9% 

重点
施策 

2 
生きがいづくりの推進 

生涯学習の機会や場の提供につい
て 

20.4% 22.3% 20.3% 
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区分 重点施策 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

重点
施策 

6 
住み慣れた地域における
生活支援の充実 

高齢者の在宅サービスについて 18.7% 23.1% 21.8% 

重点
施策 

5 
花と緑あふれる持続的な
環境の保全 

自然エネルギーが有効に活用され
ているまちであること。 

17.3% 22.7% 22.4% 

重点
施策 

3 
地域コミュニティ活動へ
の支援 

自治会活動について 23.5% 39.7% 25.3% 

重点
施策 

1 
都市拠点の活性化と新た
なまちづくりの推進 

駅をはじめとする都市の拠点の整
備について 

28.2% 29.6% 28.4% 

 

 (３) 指標値が上昇したもの 

平成２７年度調査において，２５年度調査から指標値が５ポイント以上上昇

したものは，次表のとおりです。 

区分 重点施策 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

25年度
との差 

重点
施策 

3 
多彩なシティプロ
モーションの推進 

市民が自慢できるまちであ
ること。 

60.6% 68.5% 72.4% 11.7% 

重点
施策 

1 
郷土文化資産の保
全・活用の推進 

豊かな地域の資源を大切に
し，楽しい体験ができるまち
であること。 

37.4% 42.7% 47.4% 10.0% 

重点
施策 

3 
困難を有する子ど
も・若者の自立支援 

子どもが，住んでいる地域に
誇りを持ち，地域で暮らし続
けていること。 

60.2% 68.3% 69.3% 9.1% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産
業・観光の活性化と雇
用の促進 

市内の観光に活力があると
感じますか？ 

56.9% 59.6% 64.5% 7.6% 

重点
施策 

1 
災害に強いまちづく
りの推進 

地域で災害への備えができ
ていると感じますか？ 

40.1% 43.4% 46.8% 6.6% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産
業・観光の活性化と雇
用の促進 

社会的弱者の方が快適に過
ごせるまちであること。 

29.4% 34.8% 35.5% 6.0% 

重点
施策 

4 
犯罪と交通事故のな
い，明るいまちづくり
の推進 

犯罪のない，明るいまちであ
ること。 

58.4% 61.6% 64.1% 5.6% 
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区分 重点施策 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

25年度
との差 

重点
施策 

1 
地域のニーズに即し
た子ども・子育て支援
の充実 

安心して子育てができる環
境づくりについて 

29.0% 32.4% 34.4% 5.4% 

重点
施策 

4 
市民活動の支援と市
民協働の推進 

市民自らが藤沢を良くする
活動に積極的であること。 

34.0% 39.7% 39.3% 5.2% 

重点
施策 

5 
花と緑あふれる持続
的な環境の保全 

自然エネルギーが有効に活
用されているまちであるこ
と。 

17.3% 22.7% 22.4% 5.1% 

 

 (４) 指標値が下降したもの 

平成２７年度調査において，２５年度調査から指標値が下降したものは，次

表のとおりです。 

区分 重点施策 指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

25年度
との差 

重点
施策 

1 
都市拠点の活性化と
新たなまちづくりの
推進 

市の北部の道路や住宅の整
備について 

22.0% 19.0% 18.9% -3.1% 

重点
施策 

5 
子どもたちの笑顔あ
ふれる学校づくりの
推進 

パソコンなどの情報機器を
使った学校での教育活動が
盛んなまちであること。 

41.8% 44.5% 40.5% -1.4% 

重点
施策 

2 
待機児童解消をはじ
めとする保育環境の
充実 

保育園の待機児童の解消に
ついて 

11.0% 11.7% 9.9% -1.1% 

重点
施策 

5 
子どもたちの笑顔あ
ふれる学校づくりの
推進 

食事や食生活を意識した学
校生活がなされていること。 

62.1% 61.4% 61.4% -0.7% 

重点
施策 

3 
市民スポーツ活動の
充実 

スポーツ施設が充実してい
ると感じますか？ 

44.4% 41.1% 43.7% -0.7% 

重点
施策 

4 
市民活動の支援と市
民協働の推進 

市民主体のまちづくり活動
について 

18.6% 19.8% 18.2% -0.4% 

重点
施策 

2 
生きがいづくりの推
進 

生涯学習の機会や場の提供
について 

20.4% 22.3% 20.3% -0.1% 
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３ 全指標の集計結果（参考） 

都市像・基本目標・重点施策に関する指標については，次のとおりです。 

区分 都市像・基本目標・重
点施策 

指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

25年度
との差 

都市
像1 

郷土愛あふれる藤沢
～松風に人の和うる
わし 湘南の元気都
市～ 

誰もが快適に暮らせ，居心地
の良いまちであること。 

69.7% 72.9% 77.0% 7.3% 

都市
像2 

郷土愛あふれる藤沢
～松風に人の和うる
わし 湘南の元気都
市～ 

子供が大人になっても愛着
の持てるまちであること。 

70.3% 76.5% 77.4% 7.1% 

基本
目標
1 

安全な暮らしを守る 災害に対して，市民が不安な
く暮らせるまちであること。 

38.6% 43.4% 45.8% 7.2% 

基本
目標
2 

文化・スポーツを盛ん
にする 

地域の記憶や文化が継承さ
れ，発展すること。 

43.1% 47.4% 45.2% 2.1% 

基本
目標
3 

豊かな環境を創る まちと自然環境の調和がと
れていること。 

62.6% 65.0% 66.5% 3.9% 

基本
目標
4 

子どもたちを守り育
む 

子どもを安心して育てられ
る環境があること。 

64.5% 68.2% 66.1% 1.5% 

基本
目標
5 

健康で安心な暮らし
を支える 

保健，医療，福祉，健康など
の生活環境が整い暮らしや
すいこと。 

65.3% 69.4% 68.4% 3.1% 

基本
目標
6 

地域経済を循環させ
る 

産業の活力を高め，地域が元
気になること。 

30.4% 34.1% 38.6% 8.1% 

基本
目標
7 

都市基盤を充実する 移動や利用にあたり，誰でも
利用できる道路や施設であ
ること。 

51.4% 54.0% 55.2% 3.8% 

基本
目標
8 

市民自治・地域づくり
を進める 

市民の意識が高く，市民参加
型の地域づくりが進んでい
ること。 

37.6% 42.8% 42.0% 4.4% 

重点
施策 

1 
災害に強いまちづく
りの推進 

地域で災害への備えができ
ていると感じますか？ 

40.1% 43.4% 46.8% 6.6% 

重点
施策 

2 
津波対策の充実・強化 

地域で災害への備えができ
ていると感じますか？ 

40.1% 43.4% 46.8% 6.6% 

重点
施策 

3 
消防・救急の充実強化 

消防や救急の活動が充実し
ていて，安心できること。 

84.3% 88.8% 87.9% 3.7% 
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区分 都市像・基本目標・重
点施策 

指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

25年度
との差 

重点
施策 

4 
犯罪と交通事故のな
い，明るいまちづくり
の推進 

犯罪のない，明るいまちであ
ること。 

58.4% 61.6% 64.1% 5.6% 

重点
施策 

5 
公共施設の再整備の
推進 

公共施設を次世代のために，
より良い状態で引き継げて
いると感じますか？ 

28.5% 32.6% 32.4% 4.0% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

交通ネットワークが充実し
ていると感じますか？ 

52.5% 53.0% 53.6% 1.0% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

市の北部の道路や住宅の整
備について 

22.0% 19.0% 18.9% -3.1% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

橋や下水道の老朽化対策に
ついて 

10.6% 12.0% 10.7% 0.1% 

重点
施策 

6 
都市基盤の整備・充実 

道路が整備され，快適である
こと。 

55.0% 56.1% 57.6% 2.6% 

重点
施策 

1 
都市拠点の活性化と
新たなまちづくりの
推進 

市の北部の道路や住宅の整
備について 

22.0% 19.0% 18.9% -3.1% 

重点
施策 

1 
都市拠点の活性化と
新たなまちづくりの
推進 

駅をはじめとする都市の拠
点の整備について 

28.2% 29.6% 28.4% 0.2% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産
業・観光の活性化と雇
用の促進 

新しい産業の立地について 14.6% 15.6% 16.4% 1.7% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産
業・観光の活性化と雇
用の促進 

市内の農水産業に活力があ
ると感じますか？ 

36.0% 38.8% 37.9% 1.9% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産
業・観光の活性化と雇
用の促進 

市内の商業に活力があると
感じますか？ 

37.2% 38.8% 41.0% 3.9% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産
業・観光の活性化と雇
用の促進 

社会的弱者の方が快適に過
ごせるまちであること。 

29.4% 34.8% 35.5% 6.0% 

重点
施策 

2 
市内商工業・農水産
業・観光の活性化と雇
用の促進 

市内の観光に活力があると
感じますか？ 

56.9% 59.6% 64.5% 7.6% 



9 

区分 都市像・基本目標・重
点施策 

指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

25年度
との差 

重点
施策 

3 
多彩なシティプロ
モーションの推進 

市民が自慢できるまちであ
ること。 

60.6% 68.5% 72.4% 11.7% 

重点
施策 

4 
市民活動の支援と市
民協働の推進 

市民主体のまちづくり活動
について 

18.6% 19.8% 18.2% -0.4% 

重点
施策 

4 
市民活動の支援と市
民協働の推進 

市民自らが藤沢を良くする
活動に積極的であること。 

34.0% 39.7% 39.3% 5.2% 

重点
施策 

1 
郷土文化資産の保
全・活用の推進 

美しい街なみなど，市内の景
観づくりについて 

27.2% 29.2% 31.4% 4.2% 

重点
施策 

1 
郷土文化資産の保
全・活用の推進 

豊かな地域の資源を大切に
し，楽しい体験ができるまち
であること。 

37.4% 42.7% 47.4% 10.0% 

重点
施策 

2 
市民の文化芸術活動
への支援 

市内に文化的な魅力がある
と感じますか？ 

48.0% 45.4% 49.2% 1.2% 

重点
施策 

3 
地域コミュニティ活
動への支援 

自治会活動について 23.5% 39.7% 25.3% 1.8% 

重点
施策 

3 
地域コミュニティ活
動への支援 

地域で支え合っていると感
じますか？ 

33.8% 19.8% 37.0% 3.2% 

重点
施策 

4 
１３地区のまちづく
りの推進 

市民主体のまちづくり活動
について 

18.6% 19.8% 18.2% -0.4% 

重点
施策 

5 
花と緑あふれる持続
的な環境の保全 

環境に配慮したゴミ処理が
されていると感じますか？ 

76.4% 77.9% 77.4% 1.0% 

重点
施策 

5 
花と緑あふれる持続
的な環境の保全 

斜面緑地や樹木など緑の保
全について 

27.2% 29.2% 31.4% 4.1% 

重点
施策 

5 
花と緑あふれる持続
的な環境の保全 

自然エネルギーが有効に活
用されているまちであるこ
と。 

17.3% 22.7% 22.4% 5.1% 

重点
施策 

1 
地域のニーズに即し
た子ども・子育て支援
の充実 

安心して子育てができる環
境づくりについて 

29.0% 32.4% 34.4% 5.4% 

重点
施策 

2 
待機児童解消をはじ
めとする保育環境の
充実 

保育園の待機児童の解消に
ついて 

11.0% 11.7% 9.9% -1.1% 
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区分 都市像・基本目標・重
点施策 

指標（アンケート内容） 25年度 
調査結果 

26年度 
調査結果 

27年度 
調査結果 

25年度
との差 

重点
施策 

3 
困難を有する子ど
も・若者の自立支援 

子どもが，住んでいる地域に
誇りを持ち，地域で暮らし続
けていること。 

60.2% 68.3% 69.3% 9.1% 

重点
施策 

4 
支援を必要とする児
童生徒への対応の充
実 

子どもが，住んでいる地域に
誇りを持ち，地域で暮らし続
けていること。 

60.2% 68.3% 69.3% 9.1% 

重点
施策 

5 
子どもたちの笑顔あ
ふれる学校づくりの
推進 

個性豊かな児童生徒が育成
される開かれた学校づくり
について 

16.8% 18.4% 17.4% 0.6% 

重点
施策 

5 
子どもたちの笑顔あ
ふれる学校づくりの
推進 

パソコンなどの情報機器を
使った学校での教育活動が
盛んなまちであること。 

41.8% 44.5% 40.5% -1.4% 

重点
施策 

5 
子どもたちの笑顔あ
ふれる学校づくりの
推進 

食事や食生活を意識した学
校生活がなされていること。 

62.1% 61.4% 61.4% -0.7% 

重点
施策 

1 
健康づくりの推進 

健康づくりを支える環境が
充実していると感じます
か？ 

41.4% 42.6% 42.8% 1.4% 

重点
施策 

2 
生きがいづくりの推
進 

生涯学習の機会や場の提供
について 

20.4% 22.3% 20.3% -0.1% 

重点
施策 

3 
市民スポーツ活動の
充実 

スポーツ施設が充実してい
ると感じますか？ 

44.4% 41.1% 43.7% -0.7% 

重点
施策 

4 
いつでも安心して受
けられる医療の充実 

いつでも安心して受けられ
る医療の充実について 

36.5% 36.7% 40.4% 3.9% 

重点
施策 

5 
一人ひとりを大切に
した相談・支援体制の
充実 

福祉が充実し，子どもから高
齢者まで守られていること。 

44.6% 50.5% 49.3% 4.7% 

重点
施策 

6 
住み慣れた地域にお
ける生活支援の充実 

高齢者の在宅サービスにつ
いて 

18.7% 23.1% 21.8% 3.2% 

重点
施策 

7 
誰もが快適に移動で
きる交通まちづくり
の推進 

交通ネットワークが充実し
ていると感じますか？ 

52.5% 53.0% 53.6% 1.0% 

 

 



平成２８年６月１６日 
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地方版総合戦略策定時の市民意見について 

  

 平成２７年度の地方版総合戦略策定時に，産業，官庁，教育機関，金融機関，労

働団体，マスコミ，子育て，市民活動（産官学金労言子民）の各種団体の会議にお

いて寄せられた意見を再整理した結果，課題として，次の項目が明らかになりまし

た。（類似した意見は集約しています。） 

（実施概要） 

１ 実施時期 

平成２７年７月から平成２８年２月まで 

２ 実施方法 

全国及び本市の人口推計を説明した上での意見交換，アンケート 

３ 対象 

８８会議・団体 

４ 意見総数 

４９１件 

 

１ 子育てに関する意見 

○  子育て世代が住みやすい環境の整備を進める。 

○  重点的に少子化対策を推進する。 

○  「放課後の居場所」「地域住民の助け合いの場」「地域の縁側」等の拠点を

拡充する。 

○  育児，介護の問題を地域ぐるみでバックアップできる体制を整備する。 

○  「分かちあい」「お互いさま」という道徳教育を進めるべきである。 

○  職住近接を進める。 

○  若い人のひきこもりを解消し，保護者のケアに取り組むべきである。 

○  共働き世帯に向けた子育て支援策を充実する。 

○  多子世帯への支援を充実すべきである。 

○  ２世代，３世代同居を推進する。 

○  幼稚園，小学校，老人福祉センターを同じ場所につくり，世代間の交流や

集約化によるコスト削減を図る。 
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２ 高齢者に関する意見 

○  バリアフリー化，乗り合いバス等により高齢者の移動を支援する。 

○  高齢者の終末期を支援する。 

○  グループホーム，小規模多機能事業所の整備を進める。 

○  外出を支援し，近所との付き合いなどを維持し，孤立死を防止するように

取り組む。 

○  健康づくりのため，段差のないウォーキング，ジョギングコースを整備す

る。 

○  高齢者も障がい者も安心して働ける場をつくって欲しい。 

○  元気な高齢者の雇用の場をつくるべきである。 

 

３ コミュニティに関する意見 

○  市民の家を地域でもっと有効活用する。 

○  地域の人が多く集まれ，コミュニケーションが取れる場を整備する。 

○  交流，地域コミュニティの機能を持った「道の駅」を中心にしたまちづく

りを進める。 

○  葬儀や子どものハンディキャップをなくす支援を自治会で進めるべきであ

る。 

○  ボランティア活動の参加しやすい仕組みをつくる。 

○  マンションにも自治会，町内会をしっかりと作り，向こう３軒両隣のよう

に近所づきあいを大切にする。 

○  地域住民が暮しについて話しあって決める仕組みが必要である。 

○  少子高齢化による社会福祉の低下を防ぐよう，地域住民の意識を変えるこ

とが必要である。 

 

４ 公共施設等に関する意見 

○  鵠沼奥田線の早期整備が望まれる。 

○  都市計画道路の早期整備（湘南台地区）を行う。 

○  国道４６７号線の渋滞解消策が急務である。 

○  交通渋滞によって日常必要とする商店，食事，喫茶等の店舗の開店が難し
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くなっているので，渋滞解消に優先して取り組む。 

○  交通の利便性を更に高めることで，子どもの教育やレジャーも進みやすく

なる。 

○  商店街に駐車場を設置することで安心して利用できる。 

○  車両の相互交通と歩行者，自転車がそれぞれ安心して通行できるまちづく

りを要望する。 

○  御所見までの動線整備と少年の森の再整備，周遊ルートの設定などで海と

は違った四季折々の癒しのスポットを作り，観光振興を図ることが重要であ

る。 

○  江の島，鵠沼海岸の自然環境保護と防災対策が重要である。 

○  オリンピック開催を念頭に置いた藤沢駅周辺整備とスペースの有効活用を

行う。 

○  街並みがバラバラである。統一感のあるデザインを期待している。 

○  生垣を存続するように取り組むべきである 

○  電線を地中化し，湘南のブランド力を高め，空き家への新住民の誘致を積

極的に行政が進めるべきである。 

○  境川，引地川の遊歩道，サイクリングロード，水質向上等による川と住民

がつながる環境づくりが重要である。 

○  西北部は交通が不便であり，文化活動や地域活動に参加できない。 

○  市有地を増やす。物件が出たら迷わず買う。 

○  歩車分離による道路整備を推進する。 

○  学校施設を有効活用する。 

○  公園の植樹，緑道を増やし，緑の多いまちづくりを希望する。 

○  藤沢市を構成する里山・農業エリア，沿岸エリア，都市エリアそれぞれの

環境・景観の良さを維持しつつ，ユニバーサルデザインを含めた移動が円滑

化される都市形成をバランス良く推進する。 

○  緑地ベルト，河川の緑道等の自然と地域の機能特性を生かすまちづくりを

進めてほしい。 

○  鉄道の延伸により新駅をつくり，商業施設等を誘致する。 
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５ その他の意見 

○  農を生かしたまちづくりを進める。 

○  北部の農地を守る工夫が必要である。 

○  湘南野菜等をはじめとする安心安全な食の提供を進める。 

○  一流ホテルを誘致する。 

○  観光資源を後世に残す対策を施してほしい。 

○  産・学・地域・官が一体となる組織が必要である。 

○  文化・スポーツの街，子育てしやすい街となるよう取り組む。 

○  歴史・文化・生活環境・人間を中心にした福祉の充実，地域社会づくりを

引き続き進めるべきである。 

○  災害対策を充実する。 

○  地震や津波等の災害対策を強化する。 

○  オリンピックまでに藤沢ブランドを創出する。 

○  街路灯の充実，道路の角切り，色分けを行うとともに，障害物の除去等を

進める。 

○  防犯対策にも力を入れた，交通の安全安心なまちづくりを進める。 

○  企業誘致の際に，地元雇用に積極的な企業の優遇を進めるべきである。 

○  海を生かし，ヨット，サーフィン等のマリンスポーツを地域全体でサポー

トする。 

 



平成２８年６月１６日 

議員全員協議会資料４ 
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はじめに 

 

 ２０２５年は，日本の総人口が減少する中で，団塊の世代（１９４７年～１９４９

年生）が７５歳以上の後期高齢者年齢に達する年であり，２０２５年以降は全国で高

齢化率（６５歳以上人口の比率）が２８％を超えるという，世界中の国のどこも経験

したことのない，極めて高い超高齢社会が到来する年になります。このように人口構

造が超高齢化へと大きく変化することは，私たちの暮らし方，働き方など生活のあり

様が影響されるとともに，住むまちのあり方や地域社会の仕組み，人と人のつながり

にも大きな影響を与えることになります。 

２０２５年問題と言いますと，急激な高齢化の進展による社会保障費の増大という

問題に焦点が集まりがちですが，人口減少が起因となって社会のあり様にどう影響す

るかということまで含めて，２０２５年問題を捉えていくことが大切です。 

本報告「２０２５年問題を考察する～人口減少社会に立ち向かうまちづくりの課題

～」は，人口構造の大きな変化が，本市の社会保障制度，地域社会の構造，産業構造，

都市構造などにどのような影響を与えるかを，様々な資料をもとに検討し，市民が地

域社会の中で健康で文化的な暮らしを持続していくためには，どのような課題に直面

しているのかについて整理した資料です。 

 今年度に改定を行う「藤沢市市政運営の総合指針２０１６」や新たに取り組む行財

政改革の参考資料の一つとします。 
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Ⅰ 藤沢市の人口の現状と将来予測 

 

１ 総人口の推移と推計 ～ 人口減少社会の到来 

 

（１）国と県の人口動向 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が２０１２年（平成２

４年）１月に行った「日本の将来推計人口」においては，日本の総人口は減少傾向

が続き，２０１０年（平成２２年）の国勢調査による１億２，８０６万人から，２

０２５年（平成３７年）には１億２，０６６万人，２０３０年（平成４２）年には

１億１，６６２万人となると推計されています。 

また，社人研が２０１３年（平成２５年）３月に行った「日本の地域別将来推計

人口」において，神奈川県の人口は，２０１０年（平成２２年）の国勢調査による

９０４万８，０００人から，２０２５年（平成３７年）には９０１万人，２０３０

年（平成４２年）には８８３万３，０００人に減少すると推計されています。 

 

 

図 1 日本の将来人口推計
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（２）藤沢市の人口動向 

「藤沢市将来人口推計」（２０１０年の国勢調査をもとに実施。以下「市推計」と

いう。）においては，本市の人口は２０３０年（平成４２年）に約４３万８００人で

ピークを迎え，その後ゆるやかに減少に転じ，人口減少社会を迎えます。 

 

２ 人口構造の変化 

 

（１）年代別人口の動向 

２０１０年（平成２２年）国勢調査の結果と国，市の人口推計をもとに，本市の

人口構成の特徴をみると次のとおりです。 

２０１０年（平成２２年）において，６５歳以上人口比率は，国は２３．０％，

本市は１９．８％であり，国全体では超高齢社会（高齢化率が２１％以上）に入っ

ていますが，藤沢市はまだ入っていません。 

０～１４歳の人口比率は，国は１３．１％，市は１３．８％であり，少子化の程

度はそれほど差がありません。１５～６４歳の生産年齢人口比率は，国は６３．８％，

市は６６．３％であり，市のほうが働き手の割合が高いことになります。 

これらの比率を２０２５年（平成３７年）の推計値で比較すると次のようになり

ます。６５歳以上人口比率は，国は３０．３％，市は２５．２％となり国より低い

割合ですが，藤沢市でも超高齢社会が進展しています。０～１４歳人口比率は，国

は１１．０％，市は１１．０％で少子化の程度は，国も市も同様の状況です。 

１５～６４歳の生産人口比率は，国は５８．７％，市は６３．８％であり，国の

減少程度より，市のほうが少し緩やかです。 
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図 2 藤沢市の将来人口推計 

 

（２）超高齢化の進展 

 超高齢化の中で特徴的なのは，すべての団塊の世代が高齢者（６５歳以上）となっ

たのが２０１５年（平成２７年），７５歳以上（後期高齢者）となるのが２０２５年

（平成３７年）であり，都市部を中心に７５歳以上人口が急増することが予想され

ています。 

高齢者（６５歳以上）のうち，特に７５歳以上の高齢者（後期高齢者）は，７５

歳未満の高齢者（前期高齢者）と比較すると，介護保険の要介護等認定率が高いな

ど，医療や介護の需要が高いものと考えられます。 

 ７５歳以上の人口数と比率について，国と市の状況をみると次のとおりです。 

 ２０１０年（平成２２年）においては，全国で１，４１９万人，総人口の１１．

１％，市で３５，１４６人，総人口の８．６％であり，全国と比べるとその比率は

２．５ポイント少なくなっています。 

 ２０２５年（平成３７年）においては，全国で２，１７９万人，総人口の１８．

１％，市で６６，０６８人，総人口の１５．４％であり，全国と比較して２．７ポ

イント少ない比率となっています。 
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 また，市推計によると，２０１５年（平成２７年）から２０２５年（平成３７年）

までの１０年間で，６５歳以上人口は約１．１倍に増加するのに対し，７５歳以上

人口は約１．５倍と急増する見込みとなっています。 

 

図 3 高齢者人口の推移（市人口推計） 

 

（３）生産年齢人口と高齢者人口の比率 

 高齢者人口（６５歳以上人口）の生産年齢人口に対する比率すなわち老年人口指

数について，国と市の状況を比較してみると次のとおりです。 

 ２０１０年（平成２２年）に，国は３６．１％，市は２９．９％でしたが，２０

２５年（平成３７年）には，国は５１．６％，市は３９．４％となります。この数

字が５０％ということは，生産年齢人口２人で高齢者１人を支えていることになり

ます。市推計では，２０３５年（平成４７年）にはこの指数が４７．９％になるの

で，２０２５年（平成３７年）の国の状況に近くなります。 

 

３ 世帯数の変化 

 

（１）単身世帯化と高齢者世帯の増加 

 市推計では，高齢者や非婚者をはじめとする単身世帯化がさらに進むことにより
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世帯数は増加を続け，２０２５年（平成３７年）に約１９万１，６００世帯，２０

３５年（平成４７年）に約１９万５，０００世帯でピークとなります。 

 特に，高齢者人口が増加することから，単身や夫婦のみの高齢者世帯が増加する

ことが予想されています。 

 社人研が２０１３年（平成２５年）１月に公表した「日本の世帯数の将来推計（全

国推計）」によりますと，全国で２０１０年（平成２２年）においては，６５歳以上

の世帯は１，６２０万世帯，うち単独世帯は４９８万世帯（３０．７％），夫婦のみ

世帯は５４０万世帯（３３．３％）でした。 

これが２０２５年（平成３７年）においては，６５歳以上世帯は２，０１５万世

帯（増減率＋２４．４％），うち単独（単身）世帯は７０１万世帯（３４．８％，増

減率＋４０．８％），夫婦のみ世帯は６４５万世帯（３２．０％，増減率＋１９．４％）

となります。この推計をみてもわかるように，６５歳以上の単独（単身）世帯の伸

びが大きいことがわかります。 

 本市においては，２０１０年（平成２２年）の国勢調査結果では，６５歳以上の

単独（単身）世帯は１３，５１１世帯，夫婦のみ世帯は１４，０３１世帯なので，

国の増加割合と同程度とすると，２０２５年（平成３７年）では，単独（単身）世

帯は１９，０２３世帯，夫婦のみ世帯は１６，７５３世帯と推定できます。全世帯

数に占める６５歳以上の単独（単身），夫婦のみ世帯は，約３５，７８０世帯で１８．

７％となります。 

 

４ 少子化について 

 

（１）少子化の現況 

 少子化とは，出生数が減少すること，出生率の水準が人口置換水準注１以下にまで

低下すること，子どもの割合が低下すること，子どもの数が減少することなどを捉

えた現象です。 

 藤沢市の場合は，出生数でみますと，２００６年（平成１８年）以降，出生数は

３，６００人～３，７００人台でほぼ一定であり，また０～１４歳人口総数をみま

すと，２００６年（平成１８年）前後で５５，７００人強であったのが，２０１４

年（平成２６年）では，５８，７００人強となり，微増の傾向にあります。人口千
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人あたりの出生率でみますと，全国や神奈川県の出生率と比べ，やや高い傾向にあ

り，合計特殊出生率も，本市は県平均の１．２９を上回り１．３４になっています。

しかしながら，人口置換水準の２．０７を下回っていることは，全国の状況と変わ

りありません。 

 市の人口推計において，０～１４歳人口の総数と全人口に対する比率をみますと，

２０１５年（平成２７年）では，５４，８２８人で１３．０％，２０２５年（平成

３７年）では，４７，１５６人で１１．０％，総人口がピークの２０３０年（平成

４２年）では，４４，６７６人で１０．４％，２０４０年（平成５２年）では，４

３，２５１人で１０．２％になり，総数，比率とも減少していくことがわかります。 

 このようなことから，本市の少子化は，２０３０年（平成４２年）以降は，全国

的に共通の傾向になることと捉えた上で，地区別による違いなど，本市固有の特徴

を捉えることが必要です。 
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表１ 地区別の 0～14 歳人口の推移と 2015 年 10 月 1 日住基人口に対する比率 

    
市の人口推計による 

地区 2015 年(人） 2025 年(人） 対 2015 年比 2040 年（人） 対 2015 年比 

片瀬 2,481 1,782 0.72 1,490 0.60 

鵠沼 7,307 6,451 0.88 6,379 0.87 

辻堂 6,391 4,676 0.73 4,164 0.65 

村岡 4,629 3,006 0.65 2,732 0.59 

藤沢 5,835 4,686 0.80 4,155 0.71 

明治 4,328 3,353 0.77 2,892 0.67 

善行 5,818 5,857 1.01 6,006 1.03 

湘南大庭 4,466 3,017 0.68 1,906 0.43 

六会 5,282 3,942 0.75 3,680 0.70 

湘南台 3,891 3,802 0.98 3,793 0.97 

遠藤 1,678 1,282 0.76 1,590 0.95 

長後 4,309 3,132 0.73 2,570 0.60 

御所見 2,371 2,172 0.92 1,893 0.80 

計 58,786 47,158 0.80 43,270 0.74 

      注１ 人口置換水準 
    現在の人口を維持できる合計特殊出生率の目安。 
    社人研の「人口問題研究」によると，２０１４年時点の人口置換水準は２．０７。 
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Ⅱ 人口構造の超高齢化が及ぼす影響 

 

１ 社会制度や社会構造に対して 

 

（１）医療制度について 

日本医師会総合政策研究機構による医療費推計（２０１５年（平成２７年）４月）

にもとづき，５歳階級別の国民一人あたり医療費と藤沢市の５歳階級別人口から，

２０１５年度（平成２７年度）と２０２５年度（平成３７年度）の市民全体の医療

費総額を推計すると，２０１５年度（平成２７年度）では約１，２６６億円が，２

０２５年度（平成３７年度）には１，５１６億円（＋１９．７％）になります。 

 このシミュレーションは，４０歳から７４歳までの医療費は予防や健康施策によ

り２０１５年（平成２７年）レベルが維持されると仮定しており，医療費が維持さ

れなければ，さらに増大することになります。 

 この増加は，国民健康保険制度や後期高齢者医療制度に大きな影響を与えます。 

 

表２ 国民一人あたり医療費 

                       （単位：千円） 

 

 
実績 推計 推計
2012年度 2015年度 2025年度

0-4 236 258 346
5-9 129 141 186
10-14 92 99 131
15-19 73 76 88
20-24 79 79 77
25-29 102 102 102
30-34 119 123 137
35-39 130 135 152
40-44 148 154 154
45-49 181 188 188
50-54 229 232 232
55-59 292 299 299
60-64 379 394 394
65-69 477 484 484
70-74 625 634 634
75-79 776 795 859
80-84 914 942 1,043
85歳以上 1,037 1,050 1,094
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（２）介護保険制度について 

 高齢者人口の増加に伴うひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加し，日常

生活において何らかの支援を必要とする高齢者の増加が予想されます。特に，認知

症高齢者の増加や，７５歳以上人口の急増に伴う認定者数の増加が予想され，介護

保険サービスの需要の高まりにより，このままでは介護給付費の増大と介護保険料

の増大が見込まれます。 

 その場合，本市の「いきいき長寿プランふじさわ２０１７」によると，２０１４

年（平成２６年）の年間給付費約２１５億円を基本として推計すると，２０２５年

（平成３７年）には約３８０億円と見込まれ，介護保険料も月額４，５００円が，

約８，０００円に上昇することが見込まれます。 

 そのため，高齢者の住まいを中心に，介護，医療，予防，生活支援を一体的に提

供できる体制（地域包括ケア）の構築を図ることが重要であり，その中で，支えあ

いの地域づくりとして，生きがい・社会参加にもつながる介護予防の意識を高める

取組を推進できる仕組みづくりが必要となっています。 

 

表３ 藤沢市の要介護・要支援認定者数の今後の見通し 

（「いきいき長寿プランふじさわ2017」より） 

 2015年 2016年 2017年 2020年 2025年 

認定者数(計) 17,979 18,995 20,105 23,343 27,881 

40-64歳 436 435 435 469 478 

65-74歳 2,411 2,409 2,460 2,572 2,137 

75歳以上 15,132 16,151 17,210 20,302 25,266 

高齢者人口比 18.5% 19.1% 19.8% 22.3% 25.8% 

 

表４ 全国での認知症高齢者数の将来推計 

（「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」より） 

 2012年 2015年 2020年 2025年 2030年 

各年齢の認知症有病率が 

一定の場合の将来推計 人数／（率） 

 517 万人 602 万人 675 万人 744 万人 

462 万人 15.7％ 17.2％ 19.0％ 20.8％ 

各年齢の認知症有病率が 

上昇する場合の将来推計 人数／（率） 

15.0％ 525 万人 631 万人 730 万人 830 万人 

 16.0％ 18.0％ 20.6％ 23.2％ 
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（３）子育て支援について 

 人口構造の変化は，世帯の状況などにも大きな影響を与えます。 

子育て支援が必要な世帯は，核家族世帯のうちで，夫婦と子からなる世帯，ひと

り親（男親，女親）と子からなる世帯が対象の中心になると考えられます。 

例えば，社人研が２０１４年（平成２６年）４月に公表した「日本の世帯数の将

来推計（都道府県別推計）」によると，神奈川県においては，夫婦と子からなる世帯

は２０１０年（平成２２年）から２０２５年（平成３７年）にかけては５．３％減

少しますが，ひとり親と子からなる世帯は，２０１０年（平成２２年）から２０２

５年（平成３７年）にかけては，３５．３％増加すると推計されています。 

 本市においてもひとり親と子からなる世帯は，県と同様に増加すると考えられま

す。これまでの国勢調査の結果を見ますと，ひとり親と子からなる世帯数は，２０

０５年（平成１７年）では，全世帯数１６１，１２２世帯に対し１２，４１６世帯，

２０１０年（平成２２年）では，１７１，８１８世帯に対し１４，１９９世帯に増

加しており，今後も増加すると予想されます。 

子育て支援が必要な世帯には，ひとり親と子からなる世帯の他にも，共働き世帯

などが含まれています。 

 児童福祉に関する扶助費（児童手当，小児医療費など）が２０１０年（平成２２

年）以降，約１４０～１５０億円になっていること（Ｐ４７：図２０を参照）から，

市の財政状況からみても，子育て支援に重点を置いていることが分かります。 

子育てしやすい社会を形成していくため，女性の社会参加，就労支援，ひとり親

家庭の自立支援の視点から，子育て支援がますます重要になります。また，世帯構

成や地域社会の変化を踏まえ，地域において安心して子育てができる支援が求めら

れています。 

 

（４）所得格差について 

 近年の人口動向と社人研の世帯数の将来推計からみると，ひとり親と子からなる

世帯が増えること，高齢化の進展に伴うひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が

増えることは，所得格差が大きくなり，生活保護を受ける世帯が増えることにもつ

ながります。 

 市の財政状況をみると，生活保護費も年々増加し続け，２０１４年（平成２６年）



12 

では，約９５億円に達しています。 

 また，生活保護とも関連して，子どもの貧困に関する問題が顕在化しています。

１４歳以下の総数は微増の状況にある中で，就学援助を受ける子どもの割合は，平

成２６年度において，全市平均で小学生は１５．４０％，中学生は１８．８０％と

なっています。全国では，小中学校合わせて１５．４２％，神奈川県では１５．５

３％となっており，本市はその平均よりもやや高い状況にあり，対応策を重点的に

検討する必要があります。また，地区による就学援助率の違いにも考慮した対応が

求められます。 

 

（５）地域社会について 

 人口構造の大きな変化は，地域社会にも大きな影響を与えます。 

 市内では，ひとり暮らし高齢者等が，「町内会活動に参加できない」という理由で

退会するケースが多くなっているという声を聞きます。 

 居住者の高齢化が進む中で，住みやすく安心安全な地域社会を維持していくため

には，自治会・町内会が果たす役割はより重要になっていると考えられます。本市

の自治会・町内会の加入率は，２００９年（平成２１年）までは，８０％を超えて

いましたが，２０１０年（平成２２年）以降８０％を下回り，以降年々低下してき

ており，２０１５年（平成２７年）では，７５．８％となっています。加入率の急

激な低下は，地域社会に大きな影響を及ぼします。 

 「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会」が２０１４年（平

成２６年）３月にまとめた報告書によると，今後の都市部のコミュニティのあり方

について，自治会町内会の運営に際し，地域の中で人材を発掘する点に重要性があ

ること，災害時に自治会町内会が果たす役割が大きいことなど，今後の方向性が示

唆されています。地域において，多世代の人たちをつなぐ場所づくりや機会の提供

が一層求められます。 

 内閣府が２０１２年（平成２４年）に調査した「団塊の世代の意識に関する調査」

結果によると，２０２５年（平成３７年）に７５歳以上に達する団塊の世代は，そ

の時点でも５年後においても，生活上で重視していることとして，約６％の人が，

ボランティア活動・地域活動・ＮＰＯ活動をあげています。このような方々の活躍

が期待されます。 
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２ 産業構造に対して 

 

（１）働く人の減少 

社人研の日本の将来人口推計では，生産年齢人口は２０１０年（平成２２年）以

降をみても減少傾向にあります。しかしながら，藤沢市においては，２０２５年(平

成３７年)までは微増する見通しであり，同年に２７４，３５７人でピークとなりま

す。 

市推計における，将来就業者数の推移をみると，２０１０年（平成２２年）の１

８７，８５１人が，２０２４年（平成３６年）には１９３，１１６人まで増加し，

その後減少に転じます。このように本市では，国の動向とは異なる傾向があること

に留意し，２０２５年以降の減少を見据えた対策を検討する必要があります。 

 

（２）本市の就業構造の変化 

国勢調査の結果から，２０００年（平成１２年）から２０１０年（平成２２年）

にかけての就業者数の推移をみると，第一次産業の就業者は，２，４６２人から１，

９９７人へと減少し，第二次産業の就業者も，５４，９２４人から４２，７８６人

へと大きく減少しています。一方，第三次産業の就業者は，１２３，５２２人から

１３３，３０４人に増加しています。本市におけるこのような状況は，大規模工場

の撤退とその跡地の土地利用転換が影響しています。 

大規模工場が数多く立地する本市においては，各産業と企業の動向を注視し，ま

ちづくりの方向性を見失わないようにすることが一層重要です。 

 

 表５ 産業別の就業者数の推移 

       第一次産業     第二次産業      第三次産業 

        就業者数(人) 割合(%) 就業者数(人) 割合(%) 就業者数(人) 割合(%) 

平成 12年 2,462       1.4      54,924      30.4    123,522     68.3 

平成 17年 2,459       1.4      46,623      25.7    132,105     72.9 

平成 22年 1,997       1.1      42,786      24.0    133,304     74.9 
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（３）女性の就労拡大 

２０２５年（平成３７年）を過ぎると，生産年齢人口が減少傾向に向かう見通し

の中では，女性の就業率を高める取組が重要な課題となります。 

国勢調査の労働力人口の男女別総数について，２０００年（平成１２年），２００

５年（平成１７年），２０１０年（平成２２年）の推移状況をみますと，次の通りで

す。労働力の総数は，１９３，７５８人，１９８，７３８人，１９８，６１４人と

ほぼ横ばいの状況です。 

そのうち，男性は，１２２，０５８人，１２２，６０８人，１１９，６４８人と

やや低下の傾向が見えますが，女性は，７１，７００人，７６，１３０人，７８，

９６６人と増加傾向にあります。 

また内閣府によれば，求職活動をしていないが就職を希望している女性の非労働

力人口は全国で約３４２万人と推計されています。その労働力人口に対する割合（全

国の女性の労働力人口：2767 万人。これに対しては 12.4%）から，藤沢市の女性の

潜在的労働力率を推定すると，２０１０年（平成２２年）時点で，８８，７５７人

となります。 

このような状況を踏まえ，女性の就労拡大を支える環境整備を今から始めること

が重要です。 

 

（４）高齢者の就労拡大 

 女性の就労拡大とともに，高齢者の就労拡大も重要なテーマとなります。 

  総務省の「労働力調査」から全国的な状況をみると，２０１４年（平成２６年）

の６０歳以上人口は，４，１８９万人，その就業率は２９．５％となっています。

また，同省の「就業構造基本調査」によると，２０１２年（平成２４年）の６０歳

以上の無業者２，７０９万人のうち，就職希望のある無業者は２１６万人，就業を

希望しない無業者のうち就業を希望しない理由について，「特に理由はない」や「そ

の他」とする人が３４７万人となっており，高齢者の就労環境を整備すれば高齢者

の就労参加が進むものとされています。（出典：「日本経済の潜在力の発揮に向けて」

平成２７年１２月内閣府） 

  この報告の中では，６０歳以上高齢者の労働生産性は４０歳未満の生産性とさほ

ど変わらないとの指摘もあり，高齢者が働きやすい社会とするための参考として北
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欧諸国の取組があげられています。 

 

（５）主産業の変化 

超高齢化，グローバル化，情報化など産業を取り巻く経済社会環境が大きく変化

する中で，産業構造にも影響をもたらすと予想されています。２０１２年（平成２

４年）の調査（産業構造審議会新産業構造部会第 6 回資料）によると，就業構造に

ついて，２０１０年（平成２２年）の就業者数６，２５７万人が，空洞化ケースで

は５，７８２万人，成長ケースでは６，１６６万人になるとの予測がなされていま

す。成長ケースにおいては，製造業の雇用は減少するものの，ヘルスケア・子育て

産業等を中心とするサービス業が雇用の受け皿になると予想されています。 

 

      ※空洞化ケース：輸出向け自動車生産が減少し，関連産業を含む国内産

業の生産が低迷する一方，国内における新産業の創出

が十分進まず，逆輸入が増加するケース 

       成長ケース ：国内の新産業が拡大し国内の消費が活性化。アジア諸

国向けの輸出や対外直接投資が拡大し，国内の投資や

消費が活発化。 

 

２０２０年（平成３２年）にかけて，雇用を増やすことが見込まれるのは，対事

業所サービス（新しいエネルギー産業，人材育成業，デザイン設計業，専門サービ

ス業等），医療介護，対個人サービス業（ヘルスケア，クリエイティブ産業等）と見

込まれています。このような予測は他の報告においても同様な指摘がされています。 

また，医療・介護・福祉・健康等のサービスに関わるロボットの役割が大きく評

価されており，今後ロボット産業の進展が予測されます。平成２２年度ロボット産

業将来市場調査（経済産業省・ＮＥＤＯ）では，ロボットのサービス分野での市場

予測は，２０１５年では３，７３３億円であったのが，２０２５年（平成３７年）

では，２兆６，４６２億円という見込みも出されています。 

今後雇用を増やすことが見込まれる産業の動向，ロボット産業の進展の動向は，

藤沢市においても同様の傾向が見込まれると考えられます。 
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（６）生活サービス産業について 

日本経済団体連合会の「生活サービス産業が２０２５年の社会を変える」による

と，２０２５年（平成３７年）に団塊の世代が全て７５歳以上に達し，総人口の減

少が進み，単身世帯が増加するという状況の中では，生活サービス産業が「２０２

５年の社会を変える」という提案がなされています。 

若年世代から高齢世代に向けて，次のようなサポートが想定されるとしています。 

  ・将来の希望を叶える機会の提供，独立後の生活の準備を支援 

  ・希望するライフイベントの実現をサポート 

  ・仕事，子育て，介護の両立をサポート 

  ・健康寿命の延伸 

  ・在宅医療，介護を支える 

 

３ 都市構造（地域構造）に対して 

 

（１）土地利用の将来 

人口構造が大きく変化し，少子化社会，超高齢社会に対応する日本のこれからの

都市づくりについては，福祉医療施設や商業施設，住居等がまとまって立地し，地

域住民が徒歩や公共交通により，容易にアクセスできるような集約された市街地形

成を進めることが重要であると言われています。 

本市では，居住人口のフレームを踏まえ，都市的土地利用と自然的土地利用の調

和をはかること，産業系土地利用を維持するとともに，住居系土地利用，公共系土

地利用と調和をはかることを基調として，土地利用の規制・誘導をはかり，都市づ

くりを進めてきています。 

今後は，これまでの土地利用の規制・誘導の考え方を基本に，少子化社会・超高

齢社会の進捗にあわせた，いっそう住みやすい都市を目標とした市街地形成が求め

られます。 

 

（２）少子高齢社会における人々の移動 

２０２５年（平成３７年）前後の人の移動を，東京都市圏パーソントリップ（平

成２４年１月）の推計からみますと，総トリップ注２数は，２００８年（平成２０年）
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に比べ，２０３０年（平成４２年）時点ではわずかに減少する見込みです。その状

況を人口階層別にみると，高齢者の総トリップ数は２００８年（平成２０年）に比

べ，２０３０年（平成４２年）には５０％増加しますが，非高齢者の総トリップ数

は，約１５％減少する見込みです。 

この調査では，１９９８年（平成１０年）から２００８年（平成２０年）にかけ

て，通勤や業務などの目的で鉄道分担率が上昇し，自動車分担率が低下している傾

向が見られますが，２０３０年（平成４２年）には，自動車分担率がやや上回る見

通しです。このような傾向は本市でも同様です。本市に特徴的なのは，将来，鉄道

駅までのバス利用者が増えることが予測されている点です。 

高齢者の移動が増加することにより，高齢者の移動が安全で快適に行えるような

取組が望まれます。また自動車利用が増加することにより，環境面への影響を減少

させること，安全の確保が求められます。 

注２ トリップ：人がある目的をもって「出発地」から「目的地」へと移動する単位 

 

（３）交通ネットワークの充実 

東名高速道路の（仮称）綾瀬スマートインターチェンジが平成２９年度中の開通

を目指しているとともに，圏央道に接続する横浜湘南道路も平成３２年度の開通を

目標に工事が進められています。この二つの事業が完成すると，本市を支える広域

的な道路網の形成がさらに進むことにより，少子化社会・超高齢社会における都市

の活力を強めることに結びつきます。 

また，いずみ野線の湘南台以西への延伸は，横浜や県央方面との広域的な公共交

通ネットワークの強化につながります。 

 

（４）１３地区のまちづくり 

集約化した市街地形成を進め，住みやすい都市を目指すには，地域のコミュニティ

が維持できる範囲での“まちづくり”が大切です。本市は，市民センター・単独公

民館が設置されている１３地区を，福祉・環境・防犯・防災・交通・身近な都市基

盤整備など“まちづくり”の基本単位として公共サービスの充実を図ってきました。 

少子化社会・超高齢社会を迎える中では，「藤沢型地域包括ケアシステム」として，

誰もが安心してその人らしく，住み慣れた地域で暮らし続けることができる地域社
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会の実現に向け，ますます，１３地区がそれぞれの特性を活かしてまちづくりを行

うことが鍵となります。１３地区ごとの，人のつながりをベースにした，歩いて暮

らせるまち，安心できるまちを形成することが，藤沢の未来につながります。 

 

（５）地域共通資本の老朽化への対応  

超高齢社会を迎え，将来的な人口減少を見据えると，扶助費をはじめとする社会

保障関係の費用が増大し，道路・橋梁・下水道や学校・庁舎など多くの公共施設の

老朽化に対応した更新の財源を確保することが難しくなります。 

超高齢社会，人口減少社会を支える都市インフラをどのように整備し維持してい

くかという視点が極めて重要になっています。２０１５年３月に策定した「藤沢市

公共施設等総合管理計画」にもとづいて，単年度の財政負担を軽減，年度毎の財政

負担を平準化するとともに行政サービスの質を落とさないまちづくりの継続が求め

られます。 
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４ １３地区に対して 

 

（１）地区別人口の推計 

 藤沢市の特徴は，１３地区ごとにそれぞれの特性を活かしたまちづくりが進めら

れていることです。地区により市街地形成のプロセスが異なるため，人口構造も異

なり，総人口のピークや高齢化率も異なっています。 

 ２０２５年問題を含め，将来のまちづくりを進めていくためには，地区ごとの人

口推計や地域資源等を踏まえ，地区が主体となって検討していくことが重要です。 

 

図４ １３地区の区域図 

 

（注）２０ページ以降の地区の数値について 

・2015年の現況値は住民基本台帳に基づきます。但し世帯数は国調推計によります。 
・2025 年，2040 年の数値は市の人口推計に基づきます。 
・各項目の集計時期が異なるため，可能な限り直近のデータをもとに算出しています。 
・端数処理の都合上，表とグラフの数値が異なる場合があります。 
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＜①片瀬地区＞ 

片瀬地区では，今後人口の減少と高齢化の進展がさらに進むと推計しています。

２０４０年（平成５２年）までに人口が約２割減少し，高齢化率は４０％を超える

見込みです。 

自治会の加入率が全市の中で一番高い（９５．８％）ことも特徴です。 

 

図５  片瀬地区の人口推計 

 

表６ 片瀬地区の諸データ 

 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 20,598 18,172 15,668 

0～14歳 2,481 1,782 1,490 

15～64歳 12,449 10,844 7,633 

65～74歳 2,713 5,668 2,049 5,547 2,944 6,544 

75歳～ 2,955 3,498 3,600 

世帯数 8,623 8,297 7,409 

生産年齢人口率 60.44 11位 59.67 12位 48.72 12位 

高齢化率 27.52 2位 30.52 2位 41.76 2位 

ひとり暮らし高齢者 455 13位   

ひとり暮らし高齢者率 8.03 12位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 21.07 1位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 95.8 1位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 5.32 11位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 5.54 6位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  転入，転出人口の割合はどちらも低く，人口移動の少ない地区であると捉えられ

ますが，高齢化率と介護等認定率は市内で高い状況にあり，地域コミュニティを基

本に予防を視点にした健康づくりを進める必要があります。 

  ひとり暮らし高齢者数は１３地区で最も少なく，自治会加入率は１３地区で最も

高いことから，家庭や地域における「支える力」は比較的充実しているものと考え

られます。一方で，介護等認定率が高いにもかかわらず，立地や地価等の課題があ

り，介護サービス事業所の展開が進まないなどの課題があります。 

  比較的に公共交通の利便性が高い一方で，江の島や片瀬山等では地形の高低差が

大きく，移動しやすい環境づくりが求められます。 

  海沿いや河口部への立地，崖地や斜面地が多くある地形，狭あい・行き止まり道

路が多い生活道路網等の地区の特性を踏まえ，より防災・減災対策を推進するとと

もに，避難・救難を支える施設の整備・充実が必要です。 

  広域海洋リゾート・レクリエーション拠点である片瀬・江の島では，多くの観光

客が地区内を観光・回遊しています。観光・交流の促進を目指すとともに，地区住

民が快適に安心して暮らせる環境も不可欠であり，共存が求められます。 

  東京２０２０オリンピック・パラリンピックのセーリング会場となる江の島が地

区内にあるため，小田急電鉄片瀬江ノ島駅周辺や江の島の交通環境を含む再整備が

求められます。 
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＜②鵠沼地区＞ 

鵠沼地区では，藤沢駅南口の開発等を想定し，人口増加が市全体のピークよりも

長く続くことを見込んでいます。その一方で高齢化率が市全体の平均的な値（２０

４０年で約３２％）で推移することから，地区内での高齢化率の差が生じることも

懸念されます。また，ひとり暮らし高齢者数が２０１５年（平成２７年）では市内

で最も多い状況です。 

 

図６  鵠沼地区の人口推計 

 

表７ 鵠沼地区の諸データ 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 56,269 57,786 58,374 

0～14歳 7,307 6,451 6,379 

15～64歳 35,660 37,399 33,283 

65～74歳 6,730 13,302 5,906 13,935 9,176 18,712 

75歳～ 6,572 8,029 9,536 

世帯数 23,752 25,396 26,307 

生産年齢人口率 63.37 7位 64.72 5位 57.02 7位 

高齢化率 23.64 6位 24.11 8位 32.05 7位 

ひとり暮らし高齢者 2,193 1位   

ひとり暮らし高齢者率 16.49 3位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 19.25 2位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 84.5 4位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 6.54 6位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 5.43 7位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  ひとり暮らし高齢者率，介護等認定率がともに高い数値を示しており，今後も，

介護等認定率が高まっていくと推測されることから，予防を視点にした健康づくり

を進める必要があります。 

  市内で一番多くの人口を抱える地区として，定住人口の維持と自治会・町内会加

入率をさらに向上させる取組が必要です。 

  保養地，別荘地として形成された地区南部の市街地は緑が多く景観的にも優れて

いますが，地区内の道路ネットワークが不十分であることや防災力向上の観点から

未整備の都市計画道路や都市計画公園の整備が必要になります。 

  引地川や境川の下流部に位置しており，台風時の浸水・高潮，地震・津波等の災

害危険度が高く，地区における防災・減災の考え方を一層重視した都市づくりが必

須となっています。 

  相続等に伴う宅地の細分化，行き止まり道路の増加，近接地での中高層建築物の

建設等により，緑の減少など良好な居住環境が失われつつあります。地区の資産で

もあるこれまでに形成された良好な住宅地の維持・保全に向けた取組，誘導策が期

待されます。 
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＜③辻堂地区＞ 

辻堂地区では，開発による一定規模の転入は予想されるものの，地区全体として

は，人口減少が進むものと推計しています。高齢化率は，他地域と比較して低い傾

向にあり，２０４０年（平成５２年）では，約３０％と推計しています。 

 

図７  辻堂地区の人口推計 

 

表８ 辻堂地区の諸データ 

 

 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 41,771 37,468 35,144 

0～14歳 6,391 4,676 4,164 

15～64歳 26,251 24,089 20,446 

65～74歳 4,595 9,129 3,497 8,703 5,201 10,533 

75歳～ 4,534 5,206 5,332 

世帯数 17,398 16,394 15,838 

生産年齢人口率 62.85 8位 64.29 7位 58.18 4位 

高齢化率 21.85 8位 23.22 10位 29.97 11位 

ひとり暮らし高齢者 1,461 3位   

ひとり暮らし高齢者率 16.00 4位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 18.84 3位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 79.6 5位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 7.07 4位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 4.83 13位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  ひとり暮らし高齢者率，介護等認定率がともに高い数値を示していますが，高齢

化率は全市平均（２３．１９％）を下回っており，今後も市内では比較的低い数値

で推移する一方で，在宅生活等を中心とする介護サービス等の基盤強化に向けた取

組が必要になります。 

  豊かな緑と浜辺のある湘南らしい低層住宅地を形成していますが，今後，想定さ

れる土地利用の転換・更新や，近年の宅地の細分化等による緑の減少等といった良

好な居住環境の変化に対し，これまで育んできた地区の文化，環境等を維持・継承

する取組が求められています。 

  狭あい道路が多い地域では，防災性が低い市街地と捉えられ，地震・津波，液状

化等の災害危険度が高いことから，都市基盤整備と併せて，地区における防災・減

災の向上に向けた都市づくりが一層求められています。 
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＜④村岡地区＞ 

村岡地区では，区画整理事業等により人口増加が認められるものの，市全体の傾

向よりも早く人口減少を迎えることが推計されています。高齢化率は人口減少に伴

い，比較的高い値で推移し，２０４０年（平成５２年）には３５．３％となり，市

内では４番目に高い率となっています。 

自治会の加入率は全市の中で二番目に高い（８５．９％）ことも特徴です。 

 

図８  村岡地区の人口推計 

 

表９ 村岡地区の諸データ 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 29,365 27,711 26,391 

0～14歳 4,629 3,006 2,732 

15～64歳 18,721 17,486 14,333 

65～74歳 3,291 6,015 2,670 7,218 4,219 9,327 

75歳～ 2,724 4,548 5,108 

世帯数 11,766 12,653 12,572 

生産年齢人口率 63.75 6位 63.10 9位 54.31 11位 

高齢化率 20.48 11位 26.04 5位 35.34 4位 

ひとり暮らし高齢者 730 9位   

ひとり暮らし高齢者率 12.14 9位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 16.63 8位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 85.9 2位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 6.19 7位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 5.66 5位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  ひとり暮らし高齢者率が低く，自治会町内会加入率は高いことから地域での支え

合いに対する意識が高い地区と考えられます。今後，高齢化率が急速に高くなるこ

とが推計されており，超高齢化に対応するまちづくりを進める必要があります。 

  地区の内外と連携する,公共交通のさらなる利便性向上が求められるとともに，

研究所などの新たな産業の集積によって，地区の活力向上が期待されます。一定の

面積をもつ公益用地を，地区全体でどのように活用し，また既成市街地との連携・

共存のあり方について，公共交通網の再編等も含めて十分な検討が必要です。 

  土地区画整理事業等計画的に整備された住宅地が多く，一定の都市基盤が整えら

れていますが，河川沿いの低地や斜面地沿いの住宅地，狭あい道路の多い住宅地な

どでは，災害に強い都市づくりが課題となります。 

  歴史，自然環境や産業など特徴ある資産を活かしたまちづくりが求められます。 
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＜⑤藤沢地区＞ 

藤沢地区は，藤沢駅北口周辺をはじめとする開発行為等により，増加傾向にある

ものと推計されます。このことから，生産年齢人口の流入が想定されるため，２０

４０年（平成５２年）の高齢化率も湘南台地区に続いて低いものとなっています。（２

９．２９％） 

 

図９  藤沢地区の人口推計 

 

表１０ 藤沢地区 

 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 45,168 47,592 49,060 

0～14歳 5,835 4,686 4,155 

15～64歳 29,025 31,870 30,530 

65～74歳 5,372 10,308 4,635 11,037 7,036 14,374 

75歳～ 4,936 6,402 7,338 

世帯数 20,405 21,913 24,040 

生産年齢人口率 64.26 4位 66.97 2位 63.23 2位 

高齢化率 22.82 7位 23.19 12位 29.29 12位 

ひとり暮らし高齢者 1,740 2位   

ひとり暮らし高齢者率 16.88 2位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 18.49 4位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 84.8 3位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 6.54 5位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 6.71 2位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  高齢化率は市内の他地区に比べて高くはないものの，ひとり暮らし高齢者率が高

く，在宅生活を中心とする介護サービスの基盤の充実が必要になります。 

  自然発生的な市街地が多く，良好な居住環境の維持・充実が求められるとともに，

浸水の危険がある地域もあり，浸水対策も含め，災害に強いまちづくりへの取組が

重要となります。 

  藤沢駅は，３路線の鉄道が結節し多くのバスが発着するターミナル機能を有して

いるとともに，駅周辺には業務用車両や通過交通，送迎自家用車等が集中していま

す。さらに，徒歩や自転車での駅及び周辺商業施設の利用が多いなど，多様な交通

手段が輻輳していることから，安心して利用できる藤沢駅周辺の交通環境の整備，

拡充が求められています。 

  旧東海道沿いの歴史ある多くの建物が失われている中で，旧東海道藤沢宿の街並

みを取り戻し，後世へ継承しようという市民の活動が盛んになっています。旧東海

道藤沢宿は，貴重な歴史・文化資源であるとともに，観光・交流資源，地区のアイ

デンティティ（同一性）の象徴としての役割を担っており，新たに遊行寺門前に「ふ

じさわ宿交流館」が開館したこととあわせて，その保全・活用を進める取組が期待

されます。 
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＜⑥明治地区＞ 

明治地区は，今後の大規模開発による人口増加が見込まれますが，２０３０年（平

成４２年）にピークを迎え，その後緩やかに減少に転じます。高齢化率は，全市の

平均的な値（２０４０年で約３１．０％）とほぼ同様に推移します。 

 

図１０  明治地区の人口推計 

 

表１１ 明治地区の諸データ 

 

 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 28,812 28,619 28,389 

0～14歳 4,328 3,353 2,892 

15～64歳 18,616 18,503 16,535 

65～74歳 3,159 5,868 2,855 6,763 4,126 8,963 

75歳～ 2,709 3,908 4,837 

世帯数 11,837 12,645 13,065 

生産年齢人口率 64.61 3位 64.65 6位 58.24 3位 

高齢化率 20.37 12位 23.63 9位 31.08 10位 

ひとり暮らし高齢者 774 7位   

ひとり暮らし高齢者率 13.19 8位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 18.18 5位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 67.0 11位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 6.17 8位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 5.28 9位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  高齢化率は２番目に低く，自治会・町内会加入率は平均より低い状況にあります。

一方，介護等認定率は比較的高く，今後の人口構成の動向を考えると，若い世代を

含めた地域コミュニティづくりの充実に重点を置くとともに，在宅生活を中心とす

る介護福祉サービスの基盤強化を進める必要があります。 

  湘南Ｃ－Ｘ地区での新たな都市拠点を活かして，地区全体のくらしやすさを高め

ることが期待されています。また，湘南Ｃ－Ｘ内に新たな文化拠点や未来を担う技

術の研究拠点が立地していることを活かし，湘南という郷土にふさわしい歴史，文

化の継承とともに，次世代に向けた情報の発信が求められます。 

  高齢化の進展を見据え，将来的に新たな公共交通システムの導入等が見込まれる

中，市内外からの交通結節点としての充実も求められます。 

  地区内の第一種住居地域，第二種住居地域，準工業地域では，年代が古い戸建て

住宅と集合住宅等の混在や敷地分割による狭小宅地の増加等の問題を抱えており，

防災やコミュニティ機能の向上への取組が求められるとともに，良好な居住環境の

維持・創出に向けた検討が必要です。 

  現在進められている大規模な住宅地開発による人口増に伴う影響に対しては，教

育，保育，福祉など様々な面から対応が求められます。また，今後の大規模な土地

利用更新時には，こうした面への対応に加え，周辺環境との調和等を考えた土地利

用を検討する必要があります。 
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＜⑦善行地区＞ 

善行地区は，人口増加傾向が続くとともに，０～１４歳人口も維持されるものと

推計しています。これは，２０歳から４０歳の女性の割合が他地区に比べて多いこ

とによります。２０４０年（平成５２年）に総人口５万人を超える見込みで，市内

では鵠沼地区に次ぐ人口となり，高齢者数も約１５，９９０人に増加すると見込ま

れ，鵠沼地区に次いで多い状況となります。高齢化率は，２０１５年（平成２７年）

では平均より高い状況ですが，２０２５年（平成３７年），２０４０年（平成５２年）

ではほぼ平均的な率となります。 

 

図１１  善行地区の人口推計 

 

表１２ 善行地区の諸データ 

  2015年 2025年 2040年 

人口 42,640 47,246 50,348 

0～14歳 5,818 5,857 6,006 

15～64歳 26,156 29,378 28,349 

65～74歳 5,677 10,666 4,476 12,011 7,521 15,991 

75歳～ 4,989 7,535 8,470 

世帯数 17,992 20,287 21,975 

生産年齢人口率 61.34 10位 62.18 10位 56.31 9位 

高齢化率 25.01 5位 25.42 6位 31.76 8位 

ひとり暮らし高齢者 1,450 4位   

ひとり暮らし高齢者率 13.59 7位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 16.81 7位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 57.1 13位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 4.97 12位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 5.30 8位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  現在の高齢化率は，市内では比較的高く，高齢者の数に注目すると市内で２番目

に多い状況にあります。今後も高齢者数が伸び続ける見込みであることから，在宅

生活を中心とした介護サービスの充実が必要になります。 

  大規模団地では高齢化の急激な進展に対応する，地域での交流を活かした高齢者

の生きがいづくりや社会参加等の取組が求められます。 

  高齢者などが安心して通行できるように，狭あい道路や行き止まり道路の解消等

を図るとともに，坂道の多い地区特性を踏まえたユニバーサルデザインに配慮した

まちづくりや移動しやすい交通環境を整備する取組が必要になります。 

  第一種中高層住居専用地域は，今後，住宅形態が混在化する可能性もあります。

大規模土地利用転換も含め新たな土地利用や建物の更新に際しては，周辺地域との

調和に向けた取組が必要になります。 

  整備が進められた地区内の都市計画道路を活かし，地区内外との交通の連携を図

るとともに，より円滑な移動を可能にする交通手段の充実に向けた取組が必要にな

ります。 
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＜⑧湘南大庭地区＞ 

湘南大庭地区は，昭和５０～６０年代に実施された大規模市街地整備に起因する

高齢化が進展し，市内では最も高い高齢化率で推移します。ただし，その内訳は大

きく変化しており，２０１５年（平成２７年）からの１０年間で，７５歳以上高齢

者数は２倍強に増加する一方，６５～７４歳の高齢者数は約４割減少する予測と

なっています。人口減少も早期に始まり，その規模も比較的大きくなっています。 

 

図１２  湘南大庭地区の人口推計 

 

表１３ 湘南大庭地区の諸データ 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 32,719 30,073 24,405 

0～14歳 4,466 3,017 1,906 

15～64歳 19,069 16,157 11,261 

65～74歳 6,006 9,184 3,775 10,899 4,220 11,238 

75歳～ 3,178 7,124 7,018 

世帯数 12,651 13,841 11,664 

生産年齢人口率 58.28 13位 53.73 13位 46.14 13位 

高齢化率 28.07 1位 36.24 1位 46.04 1位 

ひとり暮らし高齢者 617 10位   

ひとり暮らし高齢者率 6.72 13位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 12.25 13位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 77.9 6位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 4.41 13位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 5.12 11位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  市内で最も高齢化率が高い地区であり，今後もさらに高くなることが予測されて

います。そのため，日常品の買い物や通院等の利便性を考えると，地区の特性に応

じた地域交通サービスの導入など，高齢者にとって移動しやすい交通環境を整える

ことが必要です。 

  今後の超高齢化，人口減少の推計からは，団地を含めた空き家の利活用などの対

策を重点的に行い，生産年齢人口を呼び込む取組が必要と考えられます。 

  湘南ライフタウン整備の理念である「都市と農業が調和する」という総合的まち

づくりの考え方を継承しながら，今後も良好な居住環境が維持，形成できるような

取組が必要です。未利用地や農地等の新たな土地利用においても既存の周辺環境と

調和するような取組が求められるとともに，起伏の多い地形や歩道の安全性の確保

あるいは向上への取組が必要になります。 

  また，既存建築物の老朽化に対応した維持，改修等をとおして，高齢者等が安全，

安心に生活できる環境形成が求められます。 

  充実した地域コミュニティ機能が育まれ，地区内外の人々が交流し連携できるよ

うに，まちの中心部である中央けやき通りを，機能上，生活上，景観上より魅力あ

るものに育て，維持する取組が求められます。 
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＜⑨六会地区＞ 

六会地区では，２０２５年（平成３７年）まで人口増加を続け，以降少しずつ減

少していくと推計しています。高齢化については市全体の平均的な推移と同様に進

展していきます。自治会加入率は全市平均を下回っています。 

 

図１３  六会地区の人口推計 

 

表１４ 六会地区の諸データ 

 

 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 34,537 35,852 34,464 

0～14歳 5,286 3,942 3,680 

15～64歳 22,169 23,587 19,488 

65～74歳 4,030 7,086 3,237 8,323 5,460 11,297 

75歳～ 3,056 5,086 5,837 

世帯数 15,069 15,691 15,603 

生産年齢人口率 64.19 5位 65.79 3位 56.55 8位 

高齢化率 20.52 10位 23.21 11位 32.77 5位 

ひとり暮らし高齢者 973 6位   

ひとり暮らし高齢者率 13.73 5位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 17.03 6位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 67.20 10位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 7.61 2位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 6.43 3位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  １３地区の中では，ひとり暮らし高齢者数，介護等認定率，自治会加入率等の数

値が，平均的な地区ですが，２０４０年（平成５２年）までの人口推計では，年少

人口，生産年齢人口の減少に伴い高齢化率が急速に上昇すると予測され，一気に高

齢化が進みます。そのため，生きがいづくりや社会参加等を含めた生活支援サービ

スの充実等，地域を中心とした高齢者福祉への対応が求められます。 

  六会日大前駅周辺を地域の中心拠点として，地区の活力を創出し，地区住民の暮

らしやすさを高めることが求められます。 

  戦後立地した日本大学農獣医学部から，小・中・高を備えた総合的な教育機関に

発展している日本大学と連携協力したまちづくりが求められています。 

  駅や改築した市民センター等公共施設の周辺は，歩道や踏切等の歩行者への対応

が進められてきていますが，今後急速に高齢化することから高齢者等が安全に外出

できるための道路整備が一層求められます。 

  市街化調整区域に設置された大規模直売施設は市の農業振興の拠点として位置

づけられており，都市と農業との交流の場として維持・活用するとともに地区内農

地を今後とも保全することが必要です。 
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＜⑩湘南台地区＞ 

湘南台地区は，区画整理事業等から２０４０年（平成５２年）まで，継続した人

口増加を見込んでいます。高齢化率については，市内で最も低い割合で推移すると

され，２０１５年（平成２７年）は１７．３２％，２０２５年（平成３７年）は１

９．２５％，２０４０年（平成５２年）は２６．３３％と見込まれています。また，

生産年齢人口率は最も高い割合で推移し，転入者率，転出者率については，２０１

５年（平成２７年）時点で，市内で最も高く，居住者の入れ替わりが多いことが推

察でき，将来的にもこの状況が続くと見込まれます。 

 
図１４ 湘南台地区の人口推計 

 

表１５ 湘南台地区の諸データ 

  2015年 2025年 2040年 

人口 29,783 36,215 38,756 

0～14歳 3,891 3,802 3,793 

15～64歳 20,461 25,440 24,756 

65～74歳 3,030 5,431 2,796 6,972 4,765 10,207 

75歳～ 2,401 4,176 5,442 

世帯数 14,944 15,520 16,980 

生産年齢人口率 66.70 1位 70.25 1位 63.88 1位 

高齢化率 18.24 13位 19.25 13位 26.33 13位 

ひとり暮らし高齢者 739 8位   

ひとり暮らし高齢者率 13.61 6位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 16.50 9位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 70.50 9位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 9.43 1位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 8.12 1位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  市内では，転入者，転出者の割合が最も高く，高齢化率が最も低い地区であるこ

とから，若い世代のまちづくりへの参加が望まれる地区です。 

  就業者や大学生等多くの若い世代が地区を訪れ，交流が持続されることは，都市

活力の創出，都市空間の形成において，貴重な財産となります。こうした点を考慮

すると，世代間交流を推進するまちづくりが求められます。 

  人口は２０４０年（平成５２年）まで増加傾向にありますが，２０１５（平成２

７年）～２０４０年（平成５２年）で高齢者層が倍増する点に着目する必要があり

ます。生産年齢人口が厚い点を活かし，まちの活力を介護・福祉につなげていく取

組が求められます。 

  湘南台駅は鉄道３線の交通結節点として，居住者をはじめ就業者，学生等延べ約

１６万人の乗降客が利用しているにもかかわらず，駅周辺での賑わいが欠けている

状況にあります。そのため，乗換が行われる地下から地上へ回遊したくなる商業・

サービス機能の集積や都市空間の形成等，都市拠点にふさわしい魅力と仕掛けが必

要になります。 

  公共交通が非常に充実しているという特性を地区の強みとして十分に活用し，そ

のことによって地域の活力の向上につなげることが重要になります。 

  地区内には湘南台文化センターや総合市民図書館など，市北部地域の中心となる

文化施設が立地していることから，これらの施設を活用した文化の香りがするまち

づくりをさらに進めることが大切です。 
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＜⑪遠藤地区＞ 

遠藤地区は，健康と文化の森地区の今後の開発により，人口が増加することが見

込まれます。この開発により，１５歳～６４歳の生産年齢人口の流入を予測し，高

齢化率は市内では平均的な推計となっています。 

２０１５年（平成２７年）時点で，ひとり暮らし高齢者率は市内で一番高い状況

にあります。 

 

図１５  遠藤地区の人口推計 

 

表１６ 遠藤地区の諸データ 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 11,627 12,434 14,836 

0～14歳 1,678 1,282 1,590 

15～64歳 7,557 8,063 8,605 

65～74歳 1,432 2,392 1,226 3,090 2,091 4,642 

75歳～ 960 1,864 2,551 

世帯数 4,613 5,664 6,962 

生産年齢人口率 65.00 2位 64.85 4位 58.02 5位 

高齢化率 20.57 9位 24.85 7位 31.28 9位 

ひとり暮らし高齢者 507 12位   

ひとり暮らし高齢者率 21.20 1位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 15.97 10位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 65.70 12位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 7.22 3位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 6.20 4位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  高齢化率は平均的な推計ですが，高齢者人口は２０１５年（平成２７年）～２０

４０年（平成５２年）で約２，２００人増加します。今後，計画的なまちづくりが

進むことによって，生産年齢層が増加する傾向にありますので，その流れをまちの

活性化につなげるとともに，在宅生活を中心とした介護サービスの充実や自治会町

内会の加入率向上，活性化が求められます。 

  地域社会の活力や文化の創造に向けて，慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス（ＳＦ

Ｃ）の学生との連携が一層重要になります。 

  市街化調整区域では，いずみ野線延伸による新駅構想等と併せて，周辺農地の都

市的土地利用への転換が求められています。今後，周辺の自然環境との調和を図り

ながら計画的な誘導を行う必要があります。 

  市街化調整区域内では，居住環境の改善が求められています。 

  「健康の森」では，良好な景観を有する谷戸環境を維持保全しながら，活用に向

けた検討をすすめ，「文化の森」とともに都市拠点として活力創出への取組が必要

となっています。 

  市街化区域内に残る公共交通サービスが不足している地域では，地区の移動の利

便性が求められており，解消に向けた取組が必要となっています。 

  高齢化が進む中，農業後継者不足等による対応が求められています。また，耕作

放棄地や荒廃地に関しては，土地利用の観点から対策が求められています。 
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＜⑫長後地区＞ 

長後地区は，２０１０年（平成２２年）～２０１５年（平成２７年）の人口増加

をピークとして，早い時期から人口減少に入るものと推計しています。高齢化率は，

市内でも比較的高い地区です。今後も同様に推移していくものと見られ，２０４０

年（平成５２年）には，３５．５％となる見込みです。 

 

図１６  長後地区の人口推計 

 

表１７ 長後地区の諸データ 

 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 33,472 31,772 28,792 

0～14歳 4,309 3,132 2,570 

15～64歳 20,625 20,191 15,994 

65～74歳 4,678 8,538 3,235 8,449 5,131 10,228 

75歳～ 3,860 5,214 5,097 

世帯数 13,934 14,781 14,024 

生産年齢人口率 61.62 9位 63.55 8位 55.55 10位 

高齢化率 25.51 4位 26.59 4位 35.52 3位 

ひとり暮らし高齢者 1,011 5位   

ひとり暮らし高齢者率 11.84 10位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 15.82 11位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 72.9 7位 *全市平均 76.80 % 

転入者率 5.85 10位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 5.15 10位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  高齢化率は比較的高い数値を示しており，今後の推計でも人口が減少していく中

で，高齢化率が急速に高くなる傾向にあります。介護等認定率は現段階では低い数

値を示していますので，予防を重視した健康づくりを一層進める必要があります。 

  長後駅は周辺地区や隣接市等の広域からのアクセス性が高く，多くの駅利用者が

いるのにも係らず，商店街を含め長後駅周辺では活力が停滞傾向となっていること

から，地区の中心として，住民のくらしやすさを高めると共に，活力の創出への取

組が必要です。 

  長後駅周辺では駅目的交通や通過交通の集中・輻輳により，慢性的に交通渋滞が

起こっており，都市計画道路の整備や交通網の見直しも含めて道路基盤整備の不足

を解消する取組が必要となっています。 

  農業生産活動が活発な地区であり，市街化区域内の農地では，今後，生産緑地の

維持・活用や良好な市街地環境のあり方等の検討が必要です。また，市街化調整区

域の農地は市の中心的な生産の場として，将来にわたって維持保全が必要です。 
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＜⑬御所見地区＞ 

御所見地区は，市全体のピークよりも早い２０２０年（平成３２年）頃に人口の

ピークを迎えると推計しており，その後，緩やかな減少傾向に入る見込みです 

 

図１７ 御所見地区の人口推計 

 

表１８ 御所見地区諸データ 

 

 

 

 

  2015年 2025年 2040年 

人口 18,515 18,774 18,032 

0～14歳 2,371 2,172 1,893 

15～64歳 11,126 11,351 10,337 

65～74歳 2,952 5,018 1,775 5,251 2,736 5,802 

75歳～ 2,066 3,476 3,066 

世帯数 7,146 8,537 8,513 

生産年齢人口率 60.09 12位 60.46 11位 57.33 6位 

高齢化率 27.10 3位 28.15 3位 32.17 6位 

ひとり暮らし高齢者 542 11位   

ひとり暮らし高齢者率 10.80 11位 *全市平均 13.38 % 

介護等認定率 15.27 12位 *全市平均 17.52 % 

自治会加入率 71.1 8位 *全市平均 75.80 % 

転入者率 5.92 9位 *全市平均  6.39 % 

転出者率 4.86 12位 *全市平均  5.72 % 
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《課題》 

  転入，転出人口が少ない数値を示していますが，自治会加入率は平均より低く，

地域コミュニティの強化を進める取組が求められます。 

  高齢化率は高い数値を示していますが，介護等の認定率は低い数値を示していま

すので，予防を重視した健康づくりを一層進める必要があります。 

  超高齢社会を迎え，市街化調整区域が約８５％を占める本地区では，公共交通の

充実や身近な道路，下水道等の生活環境の整備等，地区活力を維持し，身近な暮ら

しやすさを高めていく取組が必要です。 

  現在進められている「新産業の森｣等の西北部地域総合整備事業を，地区全体の

活力へと繋げていくことが期待されています。今後，一般保留区域に設定される葛

原地区の新たな産業ゾーンの創出に向けた事業促進が求められます。 

  農業への注目が高まる中で，御所見地区では，農業外からの新規参入者が増加し

ています。そのため，耕作放棄地・荒廃地のさらなる活用と地区が目指す農業振興・

交流や北部観光の振興に向けた基盤整備，空間形成等が期待されています。 
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５ 財政に関して 

 

 全国の地方自治体の福祉，学校教育，消防，環境，道路，下水道や河川等の社会

基盤の整備をはじめとした生活に密接に関連する行政事業の経費は，平成２８年度

地方財政計画における歳入歳出総額の規模で，通常収支分は，８５．８兆円となっ

ています。その一方で，地方財政の財源不足は，地方税収等の落ち込み等により，

平成６年度以降急激に拡大しました。平成２８年度については，地方税収や地方交

付税の原資となる国税収入が増加すること等に伴い，通常収支にかかる財源不足は

５．６兆円となりましたが，依然として大幅なものとなっています。また，地方財

政の借入金残高は，平成２８年度末には１９６兆円となり，平成３年度と比較して，

２．８倍，１２６兆円の増となっています。 

 藤沢市の財政は，国が定める健全化判断比率においては，実質赤字比率，連結実

質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比率のいずれも類似都市平均，全国都市平

均からみて，良好な状態にあり，健全性を十分に保っています。 

 しかし，今後の本市の財政見通しとしては，歳入の根幹となる市税収入が税制改

正の影響などにより減少していくことが見込まれるとともに，歳出では，急速な少

子・超高齢化に伴い，社会保障関係費の大幅な増加が見込まれています。また，公

共施設再整備や都市基盤整備に伴う建設事業費が増加することも見込まれることか

ら，適正な財政運営に基づく健全財政の維持がより一層求められています。 

 

 

       図１８ 藤沢市の歳入の推移（一般会計） 



47 

 

図１９ 藤沢市の歳出の推移（一般会計） 

 

 

図２０  扶助費の推移（わかりやすい藤沢市の財政２０１５より） 
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Ⅲ ２０２５年問題に伴う課題の概括（包括的課題） 

   人口減少社会の到来 

     超高齢社会 

     生産年齢人口の減少 

     少子化の進展 

     高齢者世帯の増加 

     ひとり親家庭の増加 

 

   

１ 社会保障関係費の増加 

    予防や健康施策の充実 

地域包括ケアシステムの構築 

    子育てしやすい環境づくりの推進 

所得格差の拡大や子どもの貧困への対応，自立への支援 

 

２ 地域社会の担い手の減少 

    地域活動やボランティア活動の促進  

    高齢者の孤立や近隣関係の希薄化への対応 

  

３ 働く人の減少 

    高齢者就労の場の拡大 

    女性の就労支援と就労環境の整備 

    

４ 産業構造の変化 

    ヘルスケア・子育て・介護等の生活サービス業の拡大との連携 

    対事業所サービス・医療介護・対個人サービス業の増加 

    ロボット産業の進展 

     

５ 集約化された市街地形成の誘導 

    高齢者をはじめ誰もが安全で快適に移動できる環境整備 

    １３地区のまちづくりの推進 

    公共インフラの更新と維持 
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